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わが国では、バブル経済の崩壊を端緒とした長い景気低迷の時期をようやく脱し、２００２年２月

に始まった景気拡大期が「いざなぎ景気」を超え戦後最長の記録を更新しつつありましたが、今

度はサブプライム・ローン問題に端を発する金融危機が世界経済に大きな衝撃を与えました。こ

の影響は、「ビッグスリー」と呼ばれるアメリカ自動車産業の経営危機に現れているように実体

経済にも深刻な打撃を与え、その広がりは世界中に及んで「１００年に一度の危機」とまで言われ

ています。当然ながら日本もその影響から逃れることはできず、「株安」円高」「雇用不安」など

景気後退を表す言葉を毎日のようにニュース等で目や耳にするところです。

一方で、人口減少・少子高齢化はますますスピードを速めており、地域経済に対して市場規模

の縮小などのマイナスの影響を与えています。この経済状況はまさに「内憂外患」といった感が

あり、地方に生活する者には閉塞感が次第に強まってくるのが日々感じられます。

この閉塞感を打開するためには、新たな発展の可能性をどこに見いだしたらいいのでしょう。

世界同時不況とも呼ばれる状況ではありますが、目を広く国外に向け企業や地域にとっての提

携・協力先またマーケットとして海外ビジネスの可能性を考える必要があるのではないでしょう

か。

このような問題意識から、中小企業診断協会秋田県支部は本年度の調査研究事業のテーマとし

て海外との提携・協力によるビジネスの現状や可能性を探ることを選定し、ここにその成果を「県

内企業の海外ビジネス展開に関する調査研究報告書」としてご提出することとなりました。

海外には高い経済成長率を維持している国・地域があります。また、ここ秋田県においても海

外との事業上の連携を手段として発展を続けようとしている企業もみられます。報告書の中にも

ある言葉ですが、既存の出来上がった市場「レッドオーシャン」での消耗戦から脱出して未開拓

の市場である「ブルーオーシャン」に乗り出すことが企業や地域にとって重要ですし、そのため

の一手段として、海外市場の開拓や海外企業との連携を考慮することが有益と考えられます。そ

うした戦略を考えるうえで、この調査研究報告書がご参考になり、地域や企業の発展のために少

しでもお役に立つことができれば幸いです。

アンケートおよび事例調査にご協力いただいた企業の皆様、韓国交流推進監の保坂龍弥様をは

じめとする秋田県・観光課の皆様には、報告をまとめるにあたり大変お世話になりました。文末

となりましたが、厚くお礼申し上げます。

平成２１年１月

社団法人 中小企業診断協会 秋田県支部

支 部 長 本 間 良 一

は じ め に
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第１章 総説

１．未曾有の経済危機

平成２０年は激動の年となった。サブプライム・ローンの問題が発端となった米国の金融危機

は、世界有数の金融機関を次々と破綻に追い込み、金融市場を機能不全に陥らせた。

この現象は、米国一国に留まらず、世界中に影響を及ぼしている。米国の住宅ローンを原資産

とする証券化商品は、欧州の金融機関をはじめとして、世界中に販売され、その金融商品の価格

低下は、金融機関に多額の損失をもたらした。また、これらの影響は、金融市場だけでなく、実

体経済にも及んできている。企業部門は資金調達が困難となり、また将来の予想収益率の悪化か

ら投資を控えるようになり、企業収益が悪化してくれば雇用を絞り込もうとする。家計部門は、

金融資産の損失と所得の減少により、消費を抑えざるを得なくなる。米国が世界に誇った３大自

動車企業が資金繰りに窮し、経営危機に瀕し政府に支援を求める羽目になった。さらに中国にお

いては、北京オリンピックが終了したことをきっかけに、成長軌道に一服感がみられたところに

今回の金融危機を見舞ったことで高成長に影を差している。新興国は、輸出を原動力に成長を加速

させてきたが、この最終的な担い手が米国の消費であったことから影響は大と言わざるをえない。

日本国内に目を向けてみれば、サブプライム・ローンによる金融危機の影響は、邦銀にとって

は比較的軽微であったといわれていたが、時を経るにつれて損失額が拡大し、資本不足が懸念さ

れるようになり、軒並み資本強化に走り出している状態である。政府が発表して平成２０年１１月の

月例報告では、景気の基調判断を「世界経済が一段と減速するなかで、下押し圧力が急速に高まっ

ている」と厳しい見解となっている。平成１９年度と続く２０年度はマイナス成長は避けられない状

況となっている。

戦後最長といわれた今回の景気拡大期は昨年の秋をピークにして、減速から後退期に入ってき

たことが明確になってきた。わが国を代表する輸出企業が相次いで生産調整を余儀なくされ、こ

れが派遣労働者をはじめとする非正規雇用者の解雇を招き、大きな社会問題を醸した。

平成２０年１０月の貿易統計では、輸出総額は６兆９２６１億円、前年同期比７．７％の減少となった。

輸入総額は６兆９９０１億円、前年同期比７．４％の増加となった。結果貿易収支は６３９億円の赤字となっ

た。輸入の増加は原油価格の上昇によるものが大と考えられることから、原油価格が落ち着けば、

輸入額も減少してくるであろうが、世界経済の停滞が続けば輸出の回復は難しくなるから、貿易

収支の改善は、遅れることとなろう。

２．秋田県の現状

� 県民経済計算

わが秋田県の現状はどうであろうか。当県は少子高齢化、人口減少において先頭周回を走って
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いる。

主な産業は第一次産業であり、その他の目立った産業や生産物は無く、全国的なブランドを持

つ企業は見当たらない。景気減速期には、いちはやく影響を受け、景気拡大期にも最後までその

恩恵は、回ってこない万年景気不振地域である。

名目県内総生産（注１）は、平成１７年度で３６，９４７億円、同年の国内総生産（注２）が５，０３３，６６８

億円であるからその０．７％に相当する。一人当たりに換算すると秋田県が２，２９５千円、全国で２，８７８

千円となり、秋田県のそれは全国のそれの７９．７％に留まっている。

県民総人口は昭和３０年の１，３４８千人が最高で、以後減少を続け、平成１０年初めて１２０万人を割り、

平成１９年には、１，１２１千人まで減少している。

県民総生産の推移

県民総生産
（百万円）

成長率
（％）

平成２年
３年
４年
５年
６年
７年
８年
９年
１０年
１１年
１２年
１３年
１４年
１５年
１６年
１７年

３，３２１，８４１
３，４６４，０５０
３，４９７，６３６
３，６３８，１３２
３，７８３，１４０
３，８１５，５８６
３，９５６，３３４
３，９３０，７８２
３，９２１，８１６
３，９００，２６６
３，８６６，８９２
３，８１６，５２２
３，７２３，７２４
３，７００，９９０
３，６７１，４６０
３，６７３，３５３

４．２８
０．９７
４．０２
３．９９
０．８６
３．６９
△０．６５
△０．２３
△０．５５
△０．８６
△１．３０
△２．４３
△０．６１
△０．８０
０．０５

秋田県の総人口

年 総人口（人） 増減（％）

昭和３０年
４０年
５０年
６０年

平成７年
１０年
１５年
１６年
１７年
１８年
１９年

１，３４８，８７１
１，２７９，８３５
１，２３２，４８１
１，２５４，０３２
１，２１３，６６７
１，１９９，９００
１，１６５，４２４
１，１５６，２６５
１，１４５，５０１
１，１３３，７９４
１，１２１，３００

１００．００
９４．８８
９１．３７
９２．９７
８９．９８
８８．９６
８６．４０
８５．７２
８４．９２
８４．０６
８３．１３
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階層別の分布は、平成７年の年少人口（０歳から１４歳）は１８９千人、１５．６％、生産年齢人口（１５

歳から６４歳）は７８７千人、６４．８％、老年人口（６５歳以上）は、２３８千人、１９．６％となっていたもの

が、平成１２年には、年少人口が１６３千人、１３．７％、生産年齢人口が７６４千人、６２．７％、老年人口が

２８０千人、２３．５％、さらに平成１７年には、年少人口が１４２千人、１２．４％、生産年齢人口が６９４千人、

６０．６％、老年人口は３０８千人、２６．９％と推移しており、年少人口と生産年齢人口の割合が減少し、

反対に老年人口は増加していて、少子高齢化が急速に進展していることが示されている。

� 貿易の現状

貿易額（注３）については、平成１８年度において輸出額が４５，１２４百万円、輸入額が１４０，２３５百

万円となっている。輸出の主な品目は、一般機械（１７，２０５百万円、３８．２％）次いで輸送用機器（１１，６２３

百万円、２５．８％）、亜鉛及び同合金（２，９６９百万円、６．６％）となっている。輸入の主な品目は亜

鉛鉱（４７，７０６百万円、３４．１％）次いで石炭（２１，７２２百万円、１５．５％）製材（１４，９５７百万円、１０．７

％）となっている。

主な相手国（地域）は、輸出では、１位が中国で２１．２％、２位が香港で１８．１％、３位がアメリ

カで１５．２％、輸入では、１位がオーストラリアで１７．７％、２位が中国で１０．１％、３位がロシアで

９．４％となっている（注４）。

階層別人口

平成７年 平成１２年 平成１７年

総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比

年少人口
（０～１４歳） １８８，８４４ １５．６ １６３，０９５ １３．７ １４２，５０７ １２．４

生産年齢人口
（１５～６４歳） ７８６，９８３ ６４．８ ７４６，２５２ ６２．７ ６９４，２８８ ６０．６

老年人口
（６５歳以上） ２３７，６８２ １９．６ ２７９，７６４ ２３．５ ３０８，１９３ ２６．９

合計 １，２１３，５０９ １００ １，１８９，１１１ １００ １，１４４，９８８ １００

輸出入総額

輸出 輸入 合計

金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比

平成１６年

１７年

１８年

２３，２４６，０７４

３７，９９１，５２７

４５，１２４，３５１

１６３．４３

１１８．７７

７７，６２６，８８２

９０，７７１，７６０

１４０，２３５，７７７

１１６．９３

１５４．４９

１００，８７２，９５６

１２８，７６３，２８７

１８５，３６０，１２８

１２７．６５

１４３．９５

＊金額の単位は千円
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品目別輸出

平成１６年

輸出額

平成１７年 平成１８年

輸出額 前年比 輸出額 前年比

一般機械

輸送用機器

亜鉛及び同合金

パルプ

金属のくず

硫酸

クラフト紙

その他

７３７，５０５

７，１３３，４６２

１，１９６，０３２

２，９６９，９０８

２，３４８，４９８

１，７３４，４６８

１，０１９，５５３

６，１０６，６４８

１３，６６４，１５４

９，９２０，３５０

１，３１８，１５９

２，９８８，６０６

２，２６８，７３６

１，８８０，９９４

７４２，４７３

５，２０８，０５５

１８５２．７５

１３９．０７

１１０．２１

１００．６３

９６．６０

１０８．４５

７２．８２

８５．２９

１７，２０５，２９０

１１，６２３，５０４

２，９６９，９１１

２，９４５，１６４

２，４８１，６２７

１，６４４，８２１

１，００３，８９６

５，２５０，１３８

１２５．９２

１１７．１７

２２５．３１

９８．５５

１０９．３８

８７．４４

１３５．２１

１００．８１

計 ２３，２４６，０７４ ３７，９９１，５２７ １６３．４３ ４５，１２４，３５１ １１８．７７

＊金額の単位は千円

品目別輸入

平成１６年

輸入額

平成１７年 平成１８年

輸入額 前年比 輸入額 前年比

亜鉛鉱

石炭

製材

木材（丸太）

ウッドチップ

原油及び粗油

機械類及び輸送用機器

その他

１２，２５６，２４４

１２，８４５，１４７

１２，１１５，５０３

１０，６３４，５７０

６，１６８，１４８

３，９４１，７９１

６，４４６，４１９

１３，２１９，０６０

１７，２７３，８３２

１９，６５９，８６３

１２，３２２，２７４

７，３１１，４７７

６，２６７，０９９

８，６０６，１３６

３，０５２，０００

１６，２７９，０７９

１４０．９４

１５３．０５

１０１．７１

６８．７５

１０１．６０

２１８．３３

４７．３４

１２３．１５

４７，７０６，０３５

２１，７２２，４９３

１４，９５７，６６９

１０，４０２，５４２

６，４１５，７９１

６，０１１，５７５

５，４２０，３４９

２７，５９９，３２３

２７６．１８

１１０．４９

１２１．３９

１４２．２８

１０２．３７

６９．８５

１７７．６０

１６９．５４

計 ７７，６２６，８８２ ９０，７７１，７６０ １１６．９３ １４０，２３５，７７７ １５４．４９

＊金額の単位は千円

国（地域）別輸出

平成１６年

輸出額

平成１７年 平成１８年

輸出額 前年比 輸出額 前年比

中華人民共和国

香港

アメリカ

大韓民国

スペイン

マレーシア

台湾

その他

６，９６４，３１８

９１７，７６２

５，０９８，２６５

３，４１４，５２２

１２，１８３

５５７，５８１

９４６，４８１

２，７４４，８６９

１０，７９５，８４３

４，８８１，８１８

８，４２３，３７２

４，７５８，９０２

１，３０２，８８２

８７４，２１９

１，５９２，４１５

６，９５４，４９１

１５５．０２

５３１．９３

１６５．２２

１３９．３７

１０６９４．２６

１５６．７９

１６８．２５

２５３．３６

９，５４４，０４７

８，１３３，９３０

６，８５７，２７４

６，１３０，２８１

２，７２４，９４１

２，１８３，１５５

２，００２，９８９

７，５４７，７３４

８８．４０

１６６．６２

８１．４１

１２８．８２

２０９．１５

２４９．７３

１２５．７８

１０８．５３

計 ２０，６５５，９８１ ３９，５８３，９４２ １９１．６３ ４５，１２４，３５１ １１４．００

＊金額の単位は千円
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３．農産物輸出について

� これまでの経緯

平成１５年５月に鳥取県知事が旗振り役となって農水産ニッポンブランド輸出促進都道府県協議

会が発足した。続いて、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）が、同年７月に日本食品海

外市場開拓委員会を設けた。同委員会は、平成１７年４月に約２年間の活動を踏まえ、日本農林水

産物等の海外市場開拓事業に関する基本計画という提言をまとめた。これを受けて農林水産省に

農林水産物等輸出促進全国協議会が設置され、５年間で農林水産物・食品の輸出額を倍増する目

標を掲げた。

政府が農林水産物等の輸出に積極的に乗り出しのには、自由貿易協定（ＦＴＡ）や経済連携協

定（ＥＰＡ）の交渉を促進することにあった。これらの交渉においては、日本側の農業分野が障

壁となって進展しないことが多い。そのため農林水産物等の輸出力を高め、農業分野の競争力を

強化することが必要になったのである。

� 農林水産物輸出の現状

農林水産物等の輸出の状況は次のとおりである。

国内の農業総生産は、平成１８年度で５兆３，９３０億円となっている。これは、国内総生産の１．１％

に相当する。また、農産物輸出額は１，９６０億円であり、対して輸入額は４兆３，６３０億円であった。

その格差は２２．４倍となる。

輸出額の内訳は、即席めんや菓子類の各種調整食料品が全体の５割弱を占めて、最も多い。生

鮮農産物の割合は、果実類が約５％、野菜類が約３％、生きている植物・切り花等が２％となっ

ている。

国（地域）別輸入

平成１６年

輸入額

平成１７年 平成１８年

輸入額 前年比 輸入額 前年比

オーストラリア

中華人民共和国

ロシア

アメリカ

ボリビア

インドネシア

大韓民国

その他

１５，８０３，５９６

７，６８９，５１３

１０，１６７，６４５

４，２０３，８７６

４，７７２，１６９

９，１５８，５０８

１，７８３，８５６

２４，０４７，７１９

１７，６３１，９６３

１０，５６５，７８４

１４，５４３，２９０

５，５１８，０２６

４，５６５，０９１

９，７８０，８８９

１，４１８，７３２

２６，７４７，９８５

１１１．５７

１３７．４１

１４３．０３

１３１．２６

９５．６６

１０６．８０

７９．５３

１１１．２３

２４，８３１，９９８

１４，１２５，１２６

１３，２３０，０２８

１２，９８２，３１４

１２，５５９，７５９

７，９５１，０５４

７，１７５，２８０

４７，３８０，２１８

１４０．８４

１３３．６９

９０．９７

２３５．２７

２７５．１３

８１．２９

５０５．７５

１７７．１４

計 ７７，６２６，８８２ ９０，７７１，７６０ １１６．９３ １４０，２３５，７７７ １５４．４９

＊金額の単位は千円
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� 他県の先進事例

農産物輸出の先進事例として青森県のりんご、鳥取県の二十世紀梨、岩手県のりんどう、島根

県の牡丹等があげられる。

① 青森県のりんご

青森県は言わずもがな全国一のりんご生産県であるが、果実輸出額でも最大シェアを占めて

いる。

同県では、１８９４年に初めて清国（現在の中国）に輸出を開始し、現在まで続けられてきた。

平成１４年に台湾がＷＴＯ（世界貿易機関）に加盟したことをきっかけに急速に伸び、香港、タ

イ、中国、アメリカにも輸出されている。

中国では、「青森」が不当に商標登録され、ブランド管理の難しさに直面している。

② 鳥取県の二十世紀梨

鳥取県の二十世紀梨の輸出は、１９３３年に中国や台湾の在外邦人向けに出荷されたのが最初で

ある。

青森県のりんご同様、台湾のＷＴＯ加盟を機に急速に増加し、最大の輸出先となっている。

しかし、台湾で最大シェアを占めるのは、韓国産である。韓国産の梨は品質では、見劣りする

ものの値段が半分程度で、中級クラス以下で圧倒的に強い。

③ 岩手県のりんどう

岩手県のりんどうが初めて輸出されたのは、平成１４年にオランダ向けに出荷されたものであ

り、青森県のりんごや鳥取県の二十世紀梨に比較すると歴史はまだ浅い。

オランダに輸出されたりんどうは同国の市場を通じて、他のヨーロッパ各国に送られてい

る。平成１５年には４２万本、金額にして、８５０万円の実績を残している。

採算的には、黒字を確保しているようであるが、生産者の手取り額では、国内向けより１本

当たり１０円ほど下回っている。オランダでの取引単価は、平均７０円ほどであり、オランダ産よ

り２０円ほど高い。

④ 島根県の牡丹

島根県の牡丹は国内生産量で約９割を占める。その最大生産地が松江市大根島である。平成

１５年には、１２３万本、約４億円を出荷している。輸出は、１９６０年代に始まっている。平成１５年

には、４８万本、１０億円を出荷している。大根島の牡丹の流通経路は、大規模生産者は卸売業者

や卸売市場と直接取引しているが、中規模以下の生産者は農協を通している。しかし、輸出に

ついてはほぼ全量農協が扱っている。そのため農協にとっては、国内向けより収益性が高いと

みられている。
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� 課題

海外に輸出されている農産物は、総じて品質的には高い評価を得ているが、原産品や競合輸入

品に比べて価格が高く、購入目的が贈答用または神仏への供養に限られており、一般消費へは浸

透が不十分であり、数量的に増加を図ることが難しい状況である。輸出をとおして生産量を増や

し、規模の経済を働かせて生産コストを引き下げる目論見には至っていない。

４．人的交流について

� 観光庁発足

平成２０年１０月１日国土交通省に観光庁が設立された。

少子高齢化が進展している我が国にあって観光産業は、消費の増加や雇用の創出の面において

経済的な効果が大きいと期待され、特に海外との関係では、平成１９年度に海外に出た日本人旅行

者が１，７２９万人に対し、日本を訪れた外国人旅行者の数は８３５万人に留まっており、２分の１の水

準となっている。そこで平成１５年１月、当時の小泉内閣は観光立国懇談会を立ち上げ、観光立国

としての基本的なあり方を検討することとなった。その結果、同年４月観光立国懇談会報告書が

提出され、同時期にビジット・ジャパン・キャンペーンが開始されている。平成２０年１２月、観光

立国推進基本法が制定、翌年１月、施行され、同年６月には、観光立国推進基本計画が閣議決定

された。さらに平成２０年４月国土交通省設置法等の一部を改正する法律が成立するという経緯を

たどっている。（注６）

� 秋田県の現状

平成１９年における国全体の観光を目的とした外国人入国者の数は、５１３万１３８人（注５）となっ

ている。国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）調べによる秋田県の外国人旅行者の訪問率は、０．４％で

あるからわが県を訪れた外国人旅行者は、およそ２０，５００人となる。一方、平成１９年秋田県観光統

計（注６）によると当年の外国人宿泊客数は、４１，１６４人となっている。訪問率は、主要空港にお

けるアンケート調査によっているので、秋田空港への国際便で来訪する韓国人旅行客は含まれて

いないであろうからこのような数値の差異が表れると推測される。

東北６県の外国人旅行者訪問率とその数は、外国人宿泊客のうちアジア地域からが３４，９１０人で

あり、韓国からが最も多く１７，２９３人、次に台湾からが１０，８３５人となっている。他の地域からとし

ては、ヨーロッパが２，２６３人、北米からが２，１５４人となっている。年別の推移としては、平成１７年

が２３，８９１人、平成１８年が３３，４１８人と増加傾向にある。
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５．秋田県の取組

秋田県の貿易振興の重点施策のひとつにシベリア貿易回廊活用事業（いわゆるシーアンドレー

ル構想）がある。（平成２０年度 秋田県産業労働部施策の重点：商工あきた２００８－５）

� シーアンドレール構想

① これまで取組

平成１９年１２月３日 第１回環日本海シーアンドレール構想検討委員会（以下、委員会という）

ａ．輸送システムの基本設計の承認

ｂ．実証実験計画の策定

平成２０年２月２５日 第２回委員会

ａ．実証実験の決定

平成２０年３月１３日 実証実験実施

平成２０年３月２１日 第３回委員会

② 評価と課題

１）県民の期待

秋田県は、日本海を挟んで中国やロシアと向かい合っている。そして、ロシアの後方には

地域別外国人宿泊数

宿泊者数 構成比

アジア

韓国

台湾

中国

その他

１７，２９３

１０，８３５

３，７９４

２，９８８

４２．０１

２６．３２

９．２２

７．２６

小計 ３４，９１０ ８４．８１

ヨーロッパ

アフリカ

北米

南米

オセアニア

不明

２，２６３

６３４

２，１５４

４２５

４１５

３６３

５．５０

１．５４

５．２３

１．０３

１．０１

０．８８

合 計 ４１，１６４ １００．００

外国人宿泊数の年別推移

宿泊者数 前年比

平成１７年

１８年

１９年

２３，８９１

３３，４１８

４１，１６４

１３９．８８

１２３．１８
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ＥＵの巨大市場が控えている。世界的な景気後退に巻き込まれた感があり、不振を余儀なく

されている新興国経済であるが、将来的にはロシア、中国をはじめとした新興国が成長点と

なって世界経済を契印することは間違いないと思われる。

また、ＥＵは巨大な市場を背景にＩＳＯや環境問題等にスタンダードの作成に寄与し、世

界経済を先導的することを戦略としている。この点においてＥＵは大きなプレゼンスを発揮

するであろう。これらの地域、市場に対してダイレクトに物流経路を構築できることは、本

県において大きなメリットであり、県民の期待も大きい。

さらに、東北地方には、トヨタをはじめとして自動車メーカーが進出してくる予定である

が、これに対して本県企業はサプライヤーとしての参加は少なく、その果実の享受について

は、他県に遅れをとっている。しかし、物流もサプライチェーンの立派な１部門であり、こ

の一翼を担うことができれば本県経済にとって恩恵は多いといえる。

秋田港が対外取引の拠点となることは企業誘致の場面においても他県に対して競争優位の

立場に立つことができよう。

２）実現までの課題

実証実験のおおむね良好で技術的には実現可能との結果が報告された。しかし、同時に以

下のような克服すべき課題も提示されている。

ａ．集荷量の確保

ｂ．鉄道と船舶との積み替え

ｃ．定期コンテナ航路の開設

対ＥＵ向け貨物は太平洋航路が主流であり、その所要期間は４０日前後と言われている。こ

れに対し、シベリア鉄道経由だと２５日程度に短縮することが可能となる。しかしながら、そ

のコストは太平洋航路に比して高く、かなりの開きがあるといわれる。

そのため、この構想を事業として成り立たせるためには、輸送コストを引き下げ、総輸送

期間を縮めるよう図らなければならない。そのためには、１回の輸送に対して、貨物１単位

当たりのコストが最小になるように集荷量を確保しつつ、各オペレーション段階において（特

に積替え）、効率化をすすめ、同時に全段階における最適化を図って、コストの削減と期間

短縮を実現しなければならない。

参考：環日本海シーアンドレール構想検討委員会 第１回、第２回、第３回委員会資料及び

議事録

秋田銀行「あきた経済 秋田港～シーアンドレール構想実現に向けて」

６．レッドオーシャンからブルーオーシャンへ

ＩＮＳＥＡＤのビジネススクール教授のＷ・チャン・キムとレネ・モボルニュが著した「ブ
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ルーオーシャン戦略」では、既存の出来上がった市場、いわゆる“レッドオーシャン”での価格

競争をはじめとする消耗戦から脱出して、未開拓の市場いわゆる“ブルーオーシャン”に乗り出

すべきと説いている。

秋田県にとっても日本国内の市場はまさしくレッドオーシャンである。少子高齢化、人口減少

によってマーケット規模は縮小していく。その中において、当県が生み出す生産物は、他県のそ

れとそれほど差別化されたものは少なく、圧倒的な競争力を有する商品は数えるほどもないとい

えるほどである。

一方海の外に目を向けてみれば、６７億人を超える人口を擁する巨大な市場が待っている。最近

は、脱炭素エネルギーに代表される省資源化の潮流、健康指向、高速ブロードバンドの普及によっ

て、日本のメディア文化や食文化といったものがふたたび評価されてきている。

わが秋田県においても海外に独自の市場を開拓することができれば、この閉塞した県内の状況

を払拭する機会の一端となることができるのではなかろうか。確かに、今の経済状況は世界的に

も、国内も県内も最悪の状態にあるといえるが、「朝の明けない夜はない」の例えにあるように、

永遠に続くわけではないだろう。経済が回復するためには、中小企業の活性化は不可欠であり、

そのためにも“ブルーオーシャン”に乗り出すべきではなかろうか。

注１：出典「平成１７年度秋田県県民経済計算確報」秋田県調査統計課

注２：出典「平成１７年度国民経済計算確報」内閣府経済社会総合研究所

注３：秋田船川港及び能代港の実績

注４：出典「貿易統計」秋田船川税関支署

注５：出典 法務省入国管理局 平成２０年度版「出入国管理」

注６：出典 観光庁ホームページ参考

注７：参考 http://www.insead.edu/
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第２章 物流の状況

１．アンケート分析

� アンケート回答企業のプロフィール

秋田県内の民営事業所は、５６，４９３事業所（Ｈ１８ 事業所統計）ある。この内「秋田県の貿易関

心企業」（ジェトロ秋田貿易情報センター発行）に掲載されている５２２企業の中で、輸出に関心の

ある企業２２７企業に対し、アンケート調査を実施し、４３企業（回収率１８．９％）から回答を得た。

４３企業の業種別・年商規模別売上高は、次のとおりである。

☆業種別構成比 製造業 ６９．８％ 卸小売業 １６．３％ サービス業 １４．０％

★年商規模別構成比 １億円以下 ９．３％、５億円以下 １８．６％、１０億円以下 １４．０％、

２０億円以下 １６．３％、２０億円超 ３２．６％、非回答 ９．３％、

但し、回答４３企業の内には、取引実績のない企業が３９．５％含まれており、取引実績のある（あっ

た）企業に限定すると、その概況は、次のとおりである。（Ｎ＝２６）。

☆業種別構成比 製造業が６９．２％を占め、次いでサービス業１９．２％、卸小売業１１．５％と続いて

いる。

◇製造業中分類では、機械金属製品製造業が３０．８％、食料品製造業１５．４％、木材木製品製造業

１５．４％と並び、以下衣服製造業３．８％、その他製造業３．８％となっている。

◇卸・小売業及びサービス業の主要品目 中古車関連品目 １１．５％、 ソフトウェア ７．７％、

★年商規模別構成比 １億円以下 ７．７％、５億円以下 ２３．１％、１０億円以下 １１．５％、

２０億円以下 ２３．１％、２０億円超 ３０．８％、非回答 ３．８％、

回答企業

４３
民営事業所５６，４９３ 貿易関心企業５２２ 輸出関心企業２２７

図１
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☆輸出入に対する依存度

データ提示のあった企業の売上高に対する輸出高、輸入高の割合は、次の様に分布している。

◇輸出依存度（売上高対比）

売上高に対する比率をみると、５％以下が６２．５％と最も多く、次いで３０％超が１８．８％、３０％

以下が１２．５％、１０％以下が６．３％と続いている。（Ｎ＝１６）。

◇輸入依存度（売上高対比）

売上高に対する比率をみると、５％以下が５０．０％で、次いで１０％以下が３７．５％、３０％超が１２．５

％と続いている。（Ｎ＝８）。

� アンケート集計結果

アンケートの集計にあたり、三浦尚中小企業診断士（秋田県産業経済労働部地域産業課）の協

力に感謝する。

① 海外取引の有無（問１）

アンケート回答企業４３企業の内、３９．５％の企業では「取引がない」と答えている。「過去に

あったが現在取りやめている」が４．７％で、「ある」と答えた企業は５５．８％である。

図２

図３ 図４
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② ５年先の海外取引の意志（問７）

アンケート回答企業４３企業の内、「取引がない」及び「過去にあったが現在取りやめている」

企業に対し、５年先の海外取引の意志を確認した。（Ｎ＝１９）。

「海外取引を行う」が２６．３％、「行わない」が１５．８％、「分からない」が５７．９％で、関心はあ

るものの、模様見状態の企業が多い。

「海外取引を行う」企業の海外事業展開方式について、複数回答を頂いたところ、「商社等

との連携」（指摘率 ６０．０％）、「業務提携を行う」（指摘率 ２０．０％）、「直接貿易を行う」（指

摘率 ２０．０％）、「ＪＥＴＲＯ等公的機関の活用」（指摘率 ２０．０％）となっている。（Ｎ＝５）。

③ 海外事業の取引展開方式

海外企業との取引の形態について、「過去にあったが現在取りやめている」及び「ある」と

答えた企業の指摘割合は、次のとおりである。

☆現状（問２）（Ｎ＝２６）

直接投資 ２３．１％、海外事務所設置 ０．０％、業務提携 １５．４％、直接貿易 ５０．０％、間接

図５ 図６

図７
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貿易 ６１．５％、ＮＡ ０．０％

「間接貿易」、「直接貿易」を５０％以上の企業で行っている一方で、「直接投資」が２３．１％指

摘されているのは注目される。

☆中長期（５年先）展望（問２）

直接投資 １５．４％、海外事務所設置 ７．７％、業務提携 １９．２％、直接貿易 ３８．５％、間接

貿易 ４２．３％、ＮＡ ３０．８％

「中長期（５年先）展望」については、非回答企業が３０％程度を占めている。

次に「現状」での選択があって「中長期（５年先）展望」に選択がないものを▲１とし、逆

に「中長期（５年先）展望」での選択があって「現状」に選択がないものを＋１として、対比

を行った。

直接投資 ▲１、海外事務所設置 ＋２、業務提携 ▲１、直接貿易 ▲１、間接貿易 ▲３、

データ上の流れから言うと、「間接貿易」から「海外事務所設置」への芽がみられる。

④ 海外展開を行うに至った背景（問３）

海外展開を行うに至った主な理由を１つだけ（構成比）答えて頂いた。その結果は、「海外

に市場を求めた」が４２．３％と最も多く、「原材料等の調達基盤を拡大する」と「取引先からの

要請」が１５．４％で並び、「新たな事業展開の可能性を探る」が３．８％と続き、「若年労働力を確

保する」とする企業はなかった。「その他」も２３．１％あるがその内容は、（海外における日本食

の発展のため、廃棄物の再資源化に率先して取り組むため、船員が直接○○を買いにきたこと

から、優秀な技術者確保のため、低コスト化への対応のため、取引先のコストダウン要請に対

応するため、取引先より要望があったため）と多様な実態を反映している。

図８
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⑤ 海外展開に期待した効果（問４）

海外展開に最も期待した主な効果を、原則として１つだけ答えて頂いた。その結果、「市場

の将来性」（指摘率４０．０％）が最も高く、これに「市場規模」と「生産コスト」が２８．０％で、

更に「競合が少ない」「良質な人材」が４．０％と続いている。「製品品質」の指摘はなかった。（Ｎ

＝２６）。

海外展開を行うに至った背景と、海外展開に期待した効果をクロスさせ、指摘率を求めた結

果は次のとおりである。（Ｎ＝２５）。

※２事項指摘企業が１企業ある。

特長的な現象としては、次の点がある。

ａ．海外展開に期待した効果で「生産コスト」をあげた８５．７％の企業は、海外展開を行うに至っ

た背景は別にして、輸入実績を持つ企業である。

（指摘率 ％）

市場規模 市場の将来性 競合が少ない 生産コスト 良質な人材 製品品質 その他

海外に市場を

求めた
２０．０ １６．０ ４．０ ４．０ ０．０ ０．０ ０．０

原材料等の調

達基盤を拡大

する

４．０ ０．０ ０．０ １２．０ ０．０ ０．０ ０．０

新たな事業展

開の可能性を

探る

０．０ ４．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

若年労働力を

確保する
０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

取引先からの

要請
０．０ １２．０ ０．０ ４．０ ０．０ ０．０ ０．０

その他 ４．０ ８．０ ０．０ ８．０ ４．０ ０．０ ０．０

図９ 図１０
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ｂ．海外展開に期待した効果で「競合が少ない」をあげた企業は、国内市場で独自の技術・製

品でその地位を既に確立している企業である。

ｃ．海外展開を行うに至った背景で「海外に市場を求めた」をあげ、海外展開に期待した効果

で「市場の将来性」をあげた企業は、地域特産品の性格を有する製品を扱っている企業が多

い。

ｄ．海外展開に期待した効果で「良質な人材」をあげた企業は、情報処理関係企業である。

ｅ．海外展開を行うに至った背景で「取引先からの要請」をあげた７５．０％の企業は、機械金属

製品製造業に属する。

⑥ 海外取引展開上の課題（問５）

海外ビジネスの調査研究の展開に先立ち、海外ビジネスの支援に従事している須磨武氏（秋

田県産業経済労働部流通貿易課）から実践的アドバイスを頂いた他、�東京都中小企業振興公

社ホームページ等からの情報で、国内取引との相違点を、次の様に捉えた。

【海外取引の特異性】

１．国内取引と違い、契約書が先行する取引である。

海外取引における契約に対する考え方を十分理解する。現物と書類の一致は買主が自分の

リスクと費用で確認しなければならぬ。

２．即応性への対応が要求される。

【社内体制の整備】

Ⅰ 海外取引方針の確立

１．海外展開方針の決定

２．撤退基準の明確化

３．商品の絞り込みと収益構造の確認 ※市場の設定と、ＦＯＢを明確に把握

４．自社の考え方を明確に伝達

Ⅱ 組織体制の整備

１．海外ビジネス対応部署・要員の明確化

２．即応性の確保 ※スポット契約書の準備、品質保証・輸送対策等

Ⅲ 海外取引支援機関との連携
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海外取引展開上の課題について、１企業３点以内で指摘を頂いた。その結果（指摘率）は、

次のとおりである。

課題 指摘率 摘要 ―指摘率の高い業種等―

マーケット情報の収集力強化 ４２．３％ 機械金属、

品質保証体制の確立 ３４．６％ 輸入関係企業、

輸送対策 ３８．５％ 海外取引依存強、機械金属、輸入関係企業、

海外ビジネス人材（語学・法務等）の育成 ４２．３％ 海外取引依存強、輸入関係企業、

現地法人の設立・運営 １１．５％ 海外取引依存強、

現地関係機関との連携強化 １５．４％

ブランドの確立 １１．５％

資金の不足 ０．０％

海外ビジネスに関するノウハウの不足 ４６．２％ 海外取引依存強、機械金属、人材育成課題企業、

提携相手先がいない ７．７％ 海外取引依存強、

既存取引先とのトラブルが懸念される ３．８％

その他 ３．８％ （頻繁な人材の異動―入退社―）

ＮＡ ３．８％

（Ｎ＝２６）

【良い印象の発信―ブランド創設―】

１．商品説明書の作成及びＨＰへの掲載、

２．担当部署及び担当者名とメールアドレスの明記、

３．ＨＰのアップ

４．レターヘッドのためのロゴの準備

【取引先の信頼性チェック】

１．信頼できるデータベース（例 コンパス・ジャパン等）によるチェック

２．損失が吸収可能な少額からスタート

３．取引先の動きを随時チェック

―１８―



⑦ 主要取引品目の状況

主要取引品目の概況については、原則として、品目（１品目）と取引先国（１国）の組み合

わせを基本ユニットとして集計を行った。最近３年間の取扱高の推移と、５年後の見込の予測

を頂いた。「増加」は、「１０％以上」の増加とし、「減少」は「▲１０％以上」の減少とした。

但し、このアンケート調査は、平成２０年８月８日郵送し、回答期限を８月３１日としている。

この時点（Ｈ２０・８／２９）では、ＴＴＭで１ドル１０９．０５円であったが、その後ドルに対する円

高傾向が強まり、この原稿を書いている時点（Ｈ２０・１２／３０）では、ＴＴＭで１ドル９０．３０円

となっており、５年後の見込については、回答時点での見方として判断頂きたい。

１）輸出

ａ．直近３年度推移（Ｎ＝４７ユニット）

増加 ４６．８％ 横這 ４８．９％ 減少 ４．３％ ＤＩ ＋４２．５

ａ．５年後の見込（Ｎ＝４４ユニット）

増加 ２９．５％ 横這 ５０．０％ 減少 ２０．５％ ＤＩ ＋９．０

「増加」から「減少」を差し引いたＤＩ値が＋４２．５から＋９．０と、増加基調に歯止めが

かかるものとみている。

取引先国別では、「中国」がユニット数の２５．０％、「アメリカ」が１５．９％、「韓国」が共

１１．４％を占めている。他には、タイ、ロシア、イギリス等他に１０余国との取引がみられる。

次に、「直近３年度推移」と「５年後の見込」をクロスさせてみる。両者の記載がない

ユニットが３ユニットある点御了承頂きたい。（Ｎ＝４４ユニット）

「（直近）増加→（見込）増加」及び「横這→横這」が２５．０％、これに「増加→横這」、

「横這→減少」が２０．５％で続いている。アンケート調査時点では「増加→減少」のユニッ

トはなかった。

見込 増加 ２９．５％ 見込 横這 ５０．０％ 見込 減少 ２０．５％

直近 増加 ４５．５％

差別化ポイントは、価格・品

質・供給体制のバランスが取れ

ているユニットが目立つ

２５．０％

食品・機械金属が多

い

２０．５％

食品が多い

０．０％

直近 横這 ５０．０％

差別化ポイントは、１に品

質、２に価格の傾向で、供給体

制は左程重視されていない

４．５％ ２５．０％

食品が多い

２０．５％

海外依存度強が多い

直近 減少 ４．５％ ０．０％ ４．５％ ０．０％

―１９―



２）輸入

ａ．直近３年度推移（Ｎ＝１４ユニット）

増加 ４２．９％ 横這 ５０．０％ 減少 ７．１％ ＤＩ ＋３５．８

ａ．５年後の見込（Ｎ＝１４ユニット）

増加 ２１．４％ 横這 ７１．４％ 減少 ７．１％ ＤＩ ＋１４．３

「増加」から「減少」を差し引いたＤＩ値が＋３５．８から＋１４．３と減少しているが、基本

的には「横這」基調とみている。

取引先国別では、「中国」がユニット数の５０．０％、「韓国」が１４．３％を占めている。他に

チリ、オランダ、タイ、ドイツ、アメリカがあげられている。

「（直近）増加→（見込）横這」及び「横這→横這」が３５．７％で多く、これに「横這→

増加」が１４．３％で続き、「増加→増加」、「減少→減少」が７．１％で続いている。アンケート

調査時点では「増加→減少」のユニットはなかった。

見込 増加 ２１．４％ 見込 横這 ７１．４％ 見込 減少 ７．１％

直近 増加 ４２．９％

差別化ポイントは、価格集中

７．１％ ３５．７％

差別化ポイントは価格集中

０．０％

直近 横這 ５０．０％ １４．３％ ３５．７％ ０．０％

直近 減少 ７．１％ ０．０％ ０．０％ ７．１％
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� アンケート票

海外ビジネス展開に関するアンケート

アンケート御回答希望期限：Ｈ２０・８／３１

問１ 御社では、海外企業等との取引がございますか。該当する記号に○を付してください。

ａある→問２以降へ ｂない →問７へ

ｃ過去にあったが取りやめている →問２，３，４，５，７へ

問２ 海外企業との主要な取引の形態はどの方式ですか。また、５年先には、どの様に展開致し

ますか。該当する欄に○を付してください。

問３ 御社が海外展開を行うに至った背景となる主な理由は何ですか。該当する主な理由一つに

○を付してください。

ａ 国内の市場縮小に対応し、海外に市場を求めるため

ｂ 部品・原材料・商品の調達基盤を拡大するため

ｃ 国内市場での規制強化に対応し、新たな事業展開の可能性を探るため

ｄ 従業員の高齢化に対応し、若年労働力を確保するため

ｅ 取引先の海外事業展開に伴い、自社も展開する必要があったため

ｆ その他（具体的に： ）

問４ 海外展開に期待している、または期待していた効果は何ですか。該当する主な効果一つに

○を付してください。

ａ 市場規模 ｂ 市場の将来性 ｃ 競合が少ない ｄ 生産コスト

ｅ 良質な人材 ｆ 製品品質

ｇ その他（具体的に： ）

問５ 海外ビジネス展開上、抱えている（いた）課題は何ですか。該当する主な課題三つに○を

企業名 所在地（旧市町村名迄）

主要営業品目 業 種 製造・卸・小売・サービス・

年商（直近事業年度） 百万円 御回答者御氏名 様

内海外輸出額 百万円 海外輸入額 百万円

海外展開方式 現 状 中長期展望 特 記

ａ 直接投資 現地法人等設置し取引

ｂ 海外事務所 情報収集等の拠点設置

ｃ 業務提携 海外企業との業務提携

ｄ 直接貿易 海外特定企業と直接取引

ｅ 間接貿易 商社等経由で間接取引

ｆ 取りやめる
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付してください。

ａ マーケット情報の収集力強化 ｂ 品質保証体制の確立 ｃ 輸送対策

ｄ 海外ビジネス人材（語学・法務等）の育成 ｅ 現地法人の設立・運営

ｆ 現地関係機関との連携強化 ｇ ブランドの確立 ｈ 資金の不足

ｉ 海外ビジネスに関するノウハウの不足 ｊ 提携相手がいない

ｋ 既存取引先とのトラブルが懸念される ｌ その他（具体的に： ）

問６ 主要取引品目の状況を御教示ください。

《輸出》

※増加：１０％以上増加 横ばい：▲１０％～１０％未満 減少：▲１０％以上減少

《輸入》

※増加：１０％以上増加 横ばい：▲１０％～１０％未満 減少：▲１０％以上減少

問７ 問１で、海外企業との取引がない、または現在取りやめている、と答えた方に伺います。

５年先には、どの様に対応されますか。該当する記号に○を付してください。

ａ 海外取引を行う

イ自前で海外取引拠点を設置 ロ海外事務所を設置 ハ業務提携を行う

ニ直接貿易を行う ホ商社等との連携 ヘＪＥＴＲＯ等公的機関との連携

ホその他（ ）

ｂ 行わない ｃ わからない

☆アンケート御協力有難うございました。

主要品目 取引国 推移（直近３年度） 見込（５年後） 差別化ポイント

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

主要品目 取引国 推移（直近３年度） 見込（５年後） 差別化ポイント

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制

増加・横ばい・減少 増加・横ばい・減少 価格・品質・供給体制
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２．事例調査

� 合名会社 鈴木酒造店

「海外で地酒を販売する老舗の造り酒屋の事例」

① 鈴木酒造社長へのインタビュー

１）なぜ、海外へ日本酒を売り込もうとしたのか

国内市場を見た際に、人口の減少、食生活の変化、アルコール飲料の多様化ということで、

清酒の需要にとっては厳しい環境がある。

その中で、国内の蔵数はある程度残ってはいるが、清酒の消費量は減少していく。この中

で、生き残るにはある程度の売上高の確保が必要であり、いろいろ考えていたところ、海外

市場は伸びているということで、販路を海外に求めることを考えた。

もともと、当社は「地元の人にまず飲んでもらうべきだ」という基本的方針があり、その

ためレギュラー酒を結構造っており、１級酒、２級酒の区分があった頃には、当社の２級酒

は他の地域の１級酒と比較しても美味しいという評判を得ていると自負してきた。

県外、海外でも当社の清酒を飲んでもらいたいが、地元の人にもっと飲んでもらいたい、

地元の人が飲む酒は同じ食文化で飲んでもらいたい、全国に蔵が２千もあるが、仙北の地元

の人が美味しいと思うと酒を造ることができればと思って造ってきた。したがって、スーパー

等でのＰＢ商品などに対してはそれでいいのかなという疑問は持ってきていた。

最近は、少し考え方を変えて、地元の食文化にあった酒を当社商品の個性として、若い人

をはじめ多くの人に飲んでもらえればと。

そういうことで、海外進出は後発ではあるが、ラストチャンスと考えて展開した次第であ

る。

２）ロンドンでの活動

昨年８社ほどが集まり、海外への進出としてロンドンの方へ行ってみようということにな

り、県内の清酒製造業３社でロンドンのイベントに参加した。

当初ロンドンがどのような市場かは、不透明なところがあったが、レストランショーでは、

「美味しい、美味しい」と秋田の日本酒の評判が良かった。

ロンドンでは、日本レストランブームもあり日本酒は大手製品をはじめ既に飲まれていた

が、それは燗酒、いわゆる熱燗であり、「冷たいお酒がこんなに美味しいとは思わなかった」

ということで、冷酒に対して「美味しい」という評価を受け手応えを感じた。

３００～４００社ほどのリストを作成して商談してみたいと思っていたところ、県の方でも秋田

県物産展をロンドンでやりたいという話があった。

そこで、今年レストランとの業務店を招待しての商談会と、消費者イベントを企画した。

なお、案内は前年のリストを活用した。
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外務省は日本の商品を輸出することに協力的であり、日本大使館と秋田県の共催という形

で実施した。お客さんは、大使館関係者、大きな会社の社長、金融機関の重役など日本語も

堪能で、日本酒に対する造詣が深い方が多かった。

この人達は、ワインを飲む感覚で日本酒を味わってくれた。この人達であれば、情報発信

力も強く、日本酒を宣伝してもらえるかもしれないという期待もあった。もちろん、レスト

ランやシェフの方も来ていた。

国内でも日本酒業界は人的繋がりという面では狭い世界であるが、ロンドンもその点では

同様である。狭い社会で日本に対する理解があるということである。

成果としては、新規のレストラン、インポーターなどと取引の話がうまくいったことであ

る。商談をした人で話を詰めて商売にするということである。

土曜日、日曜日でＢ－Ｂのイベントを行い、月曜日、火曜日では、レストランを借りてＢ

－Ｃのイベントを実施した。前年に行ったときに回転寿司の経営を任されていた女性が来場

し、日本酒に興味を持っており、将来は日本酒の学校を作りたいという熱意の持ち主であっ

たが、米作りから勉強したいということで、今年日本に来て日本酒を勉強した。８月にはロ

ンドンに高級日本食レストランをオープンしたがその店が今回の会場となった。

消費者も日本酒に興味のある人が多く来て、今さらの感もあったのだが、会場を訪れた日

本人の女性は、「日本酒はこんなにおいしいのか」という反応、外人の方にももちろん好評

であった。月曜日、火曜日ともレストランの席は満席で、チケットもよく売れた。（ちなみ

にチケットの値段は４５ポンド、日本円で９千円程度、会場となったレストランは１万円～１

万５千円の店であり割安感はある）

ロンドンは、ヨーロッパの窓口、文化の窓口である。そこから、ヨーロッパ全体に展開で

きると考えている。

３）アメリカへの輸出

ニューヨークに出してみないかと言うことで、最近船積みしたばかりである。

アメリカは、景気が後退しているとはいえ、国に力がある。

ＡＳＰＥＣ（秋田酒輸出促進協議会）の５蔵元（天寿酒造、日の丸醸造、秋田清酒、鈴木

酒造店、那波商店）で９月にニューヨークへ日本酒を出した。

ＡＳＰＥＣでニューヨークに一人営業担当者を置いて、営業活動を行っている。現時点で

はまだ売れているとは言えないが、インポーターの現地担当者が日本酒についての勉強をし

ているところであり、焦ってはいない。

４）輸出商品

輸出している日本酒であるが、四合瓶と３００ミリリットルのものでアルコール度数の低い

ものを輸出している。
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これは、量が少ないことで、試してみようかとか、アルコール度数が低いことから口当た

りが柔らかいということを狙ったものである。純米酒といった特定名称酒（高級酒）が輸出

対象であるが、関税や輸送費がかかり、価格は国内で販売するときの３倍程で出している。

関税がアルコール度数により変わるということなどもあるが、このようなノウハウは自分

で調べながら得てきた。

また、外国人が様々な改良のヒントをくれるので、それを取り入れながら商品を改良して

きている。

パッケージは試行錯誤で、英語表示を併記するなどしている。具体的には、日本酒のイメー

ジがその国の人に伝わるように、造り方とかどういう食文化の中で飲まれているかなどわか

るようにラベルを作っている。

輸出に関しては、船便になるが、船底に近いところで運んでもらっているせいか、途中の

温度等による品質の低下などのクレームはおきていない。

５）中国市場に対するアドバイス

中国に対しては２年以上活動を行っている。一言で言えば、あせるな。必ずいい話はある

が、もしかすると騙されるかもしれない。いい話があったら眺めていることである。

大連の商談会にいったとき、ＤＶＤを渡した相手が突然もう一度会いたいと連絡してき

た。１年以上のつきあいになるが、取引はしていない。

友人として家族ぐるみのつきあいとなっているが、じっくりと時間をかけて取引すること

が良いと考えている。

また、品質以外の要因として、商品の名前によって売れる酒、売れない酒が決まるような

感じを受ける。それ以上は企業秘密。

６）自社の将来

あくまでも地元の造り酒屋にこだわりたいが、輸出による売上高で全体の１０％ぐらいあれ

ばと言うのが、将来的な希望、目標である。

② 海外進出をするための自社の要件

１）自社に余裕を作れ

トップセールスをするにしても、社員を派遣するにしても、人、もの、金に余裕がなけれ

ばならない。トップセールスをするのであれば、不在の間の自社の経営を安心して任せられ

る人材がいなければならない。また、海外での販売は移動にするにも時間も金もかかるが、

人脈形成等販売にいたるまでの時間と金がさらにかかる。このため、どうしても企業に余裕

を持たせないと海外への展開は困難になる。投下資金の回収までとなるとさらに長期間を要

することになる。ちなみに、ヒアリング先の社長は２月に１度のペースで海外へ出向いてい

る。
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２）トップセールスは、当たって砕けろ、情熱だ

言葉の壁等頭で考えれば、様々な障壁がある。しかしながら、語学に堪能でなくても、熱

意と片言の会話と、身振り手振りで、商談にこぎ着けることは可能である。黙って動かなかっ

たり、商社や人任せでは、誰も自社商品を売ってくれない。一生懸命さが伝わるかどうかだ。

３）最後は決断ができるか

自社を取り巻く状況を冷静に見直し、現在のマーケットで自社が生き残れるのか、ジリ貧

になるのか、ジリ貧になるとすれば、どのマーケットを狙うのか、その中の選択肢の一つと

して海外展開が出てくるのである。もちろん、自分の代で会社をたたむという縮小均衡の考

え方もあるだろう。しかし、売上を伸ばして儲けるのだという意思決定をするのであれば、

海外マーケット進出という選択肢が現実的なものになるのかもしれない。バスに乗り遅れる

なという言葉もあるが、既に乗り遅れているのかを確認する必要もあるだろう。

もちろん、投下資金を回収する、海外市場で占める自社の売上割合を高めることに失敗す

る可能性もある。

その状況分析を元にして、決断を下せるかどうかが経営者の究極の責務でもある。この決

断が下せないで海外市場に飛びつくことは、単なる海外旅行に終わってしまう可能性もあ

る。

４）海外展開とは特別なものなのか

海外展開とは、新たな市場展開の一つである。

以前首都圏に進出した経営者と話をしたことがあるが、最初は仙台に出店しようとして計

画を練ったが、費用や労力を考えると東京へ進出するのとさほど大きな違いはないというこ

とで、思い切って仙台ではなく東京へ進出したという話を伺ったことがある。

今回の話を聞いた率直な感想は、秋田から東京（県外）へ進出するのと同じように、秋田

からイギリス、ロンドン、中国（海外）へ進出を図っているということであり、その壁はエ

ベレストのように高いものではない。

確かに言葉の違いや、生活慣習の違い、商慣習の違いなどありリスクは高いと考えられる

が、決して進出が不可能なものではない。

もちろん、売るべき魅力ある商品を保持していなければならないという条件はあるが、地

域のマーケットに伸びが期待できないとすれば、検討すべき選択肢の一つである。

この事例を見て、チャレンジをする企業が一社でも出てくれれば幸いである。

③ 「合名会社鈴木酒造店」の概要

現社長の鈴木直樹さんは、１９代目。創業は元禄二年（１６８６年）。３２０年余り営業を継続してい

る老舗である。

「秀よし」の酒名は、秋田藩主佐竹候より頂戴した由緒あるものである。米どころである仙
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北平野を背景に、奥羽山脈から湧き出る清冽な伏流水という秋田の恵みを活かした立地で、地

元の人に喜んで飲んでもらえる美味しい酒造りを心がけてきた。

また、観光資源として蔵の開放にも熱心で、酒蔵見学は一年を通じてでき、当日の予約でも

可能。蔵の中には、鈴木家の所蔵しているお宝を展示した文庫倉があり、博物館としての機能

も果たすなど地域に根ざした造り酒屋である。

〒０１４－０２０７ 大仙市長野字二日町９

合名会社 鈴木酒造店 代表社員 鈴木直樹

� 有限会社 大成商事

① 企業概要

企 業 名 有限会社 大成商事

所 在 地 〒０１８－５２０１

秋田県鹿角市花輪字葉の木谷地１９８

電 話 ０１８６－３０－１２０１

創 業 昭和２８年

設 立 昭和６１年

代 表 者 呉 尚俊

資 本 金 １，０００万円

従業員数 ３５名

事業内容

・使用済み自動車の解体処理

・自動車中古パーツの販売
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・鉄スクラップ・非鉄金属の収集、販売

・各種トラック、バス、重機等の売買

② 沿革

当社は、昭和２８年に呉鳳鶴が鹿角市尾去沢にて古物商呉宮鶴吉商店を開業。昭和６１年に有限

会社大成商事として設立。その後、盛岡に営業所を立ち上げるほか秋田県、青森県、岩手県、

秋田市と産業廃棄物収集運搬業許可を取得する等業況を拡大。自動車リサイクル法の施行に伴

い解体業及び破砕業の許可を取得すると共に、廃自動車解体を専門に扱うカーリサイクルセン

ターの操業を開始し、現在に至る。

③ 自動車リサイクル法施行と秋田の自動車リサイクル

年間約５００万台（２００５年現在）排出される使用済み自動車は、有用金属・部品を含み資源と

して価値が高いものであるため、解体業者や破砕業者において売買を通じて流通し、リサイク

ル・処理が行われてきた。他方、産業廃棄物最終処分場の逼迫により使用済自動車から生じる

シュレッダーダスト量を低減する必要性が高まってきた。また、最終処分費用の高騰と鉄スク

ラップの価格の低迷によって使用済自動車の処理費を払って引き渡す状況が進展、不法投棄・

不適正処理の懸念が生じてきた。このため、自動車製造業者を中心として関係者に適切な役割

分担を義務づけることにより使用済自動車のリサイクル・適正処理を図るため、自動車リサイ

クル法が制定された。

秋田県内には、自動車リサイクル法における許認可業者である解体業者３８、破砕業者７（２００５

年３月現在）ある。そして、秋田港等から①自動車中古部品（主にエンジン）を国内市場のほ

か韓国経由で中近東、東アジア方面へ輸出、②一部中古車としてロシアや韓国経由で中近東（ド

バイ市場、パキスタン人業者の仲介）に輸出、③スクラップは一部を国内電炉で助燃材として

利用ほか中国をはじめ、韓国経由でアジア方面へ輸出しており、秋田の輸出産業において相応

のプレゼンスを持っているものと考えられる。

④ 海外取引

１）海外取引を始めたきっかけ

日本の中古自動車の海外輸出増加に伴い、海外における中古部品ニーズが拡大し、海外か

ら中古部品を求めてバイヤー達が来日するようになってきた。そのような中で、当社は、１２

～１３年前に来日していたＵＡＥ・ドバイ等の海外バイヤーとの接触がきっかけで海外取引を

開始した。海外バイヤー側からのアプローチであり、最初は慣れない取引手続きも必要であ

り戸惑いもあったが、海外市場の将来性を見込み取引を開始した。当社の周辺地域において

はかなり早期の取引開始であったという。その後、取引国は漸次増加。現在では、ロシア、

シンガポール、マレーシア、フィリピン、ドバイなどからバイヤーが来ている。
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２）海外バイヤーとの関係構築

同社では、海外取引開始のきっかけとなった海外バイヤーとの取引を維持している。根底

にあるのは、国内も海外も同じお客様であるというフラットな意識があり、海外顧客も非常

に大切にしているという当社の考えである。こうした長年の取引により、早期の情報収集を

可能にして価格などの諸条件を融通しつつ良好な関係を築いてきた。現在も新たな海外バイ

ヤーからの取引開始の依頼が来ているが、既存取引先への供給を優先し供給余力なく、断っ

ている状況である。売り手市場である当業界においては単純に単品部品に高値を提示するバ

イヤーが重宝される傾向であり、これは同社の特徴の一つであると言える。また、バイヤー

向けに簡易宿舎を準備しており，こういったところからもバイヤーとの良好な関係を長期的

に維持していこうという同社の姿勢が感じられる。

３）プロモーション

当社は、ネットワークグループに属さず、中古車オークションからの仕入れは行っていな

い。また、特に自社のＨＰも運営していない。どのように自動車を集めるのかと言えば、ルー

ト営業が主体である。古くから取引のあるディーラー、中古車、整備工場にルートセールス

に基づく仕入れが全体の約９５％を占める。一方、輸出に関しても前述した通り、当社と長年

の取引があるディーラーのみであることから、特別なプロモーションは必要とされないので

ある。

４）国内と海外への売りわけ

一般に、自動車解体業は解体そのものの技術はもちろん、部品の検査のための技術も非常

に重要であり、熟練さが要求される。特に商品の最終検査の能力の備わった技術者の確保が

重要な課題の一つとなってくる。しかし、当社の場合、国内向けはバンパー等の外装パーツ

のみであり、外見で判断可能であること、海外向けについてはバイヤーが自ら購入希望分を

選定していくため特別な検査や品質保証を要しない。

５）立地優位性

自動車リサイクル法制定に伴う許可制度により業者の淘汰や大手資本の新規参入が促さ

れ、全部再資源化の認定による鉄スクラップ需要の増大も手伝って，シュレッダー業者に引

き渡すよりも好条件となりうる経済の変化を引き起こされた。そして、この選択肢が普及し

た結果、「廃車ガラ」段階における仕入れ競争が激しくなり、それが「廃車」仕入れ競争の

激化にも影響を及ぼし始めた。すなわち、様々な理由で解体事業へ進出したシュレッダー業

者にとっては、この全部再資源化の影響により、「廃車」段階で積極的に量を確保する重要

性が増したのである。上記を含めて、再生資源需要の増大、大手資本の参入、大規模工場の

建設ラッシュ、廃車オークションビジネスの成長などにより、廃車仕入れ競争が激化してお

り、どれだけ廃車を確保できるかが業界における存立基盤の一つとなると考えられる。当社
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が位置する鹿角市は、廃車が集積する北東北３県の県庁所在地である秋田市、青森市、盛岡

市までそれぞれ２時間半ほどの場所に位置している。故に広範かつ柔軟に仕入れ可能であ

り、当社の強みの１つとなっている。一方、輸出に関しては、当社も含め近隣同業者も大半

を八戸港から出荷しているとのことである。理由は、県北地区からすれば、県内港への交通

の不便さが解消されていないからである。このことから、仕入れにおいて優位な立地である

県北地区企業をより活性化させ、県内港の利用率増加を図るためには、高速道路拡張を含め

た仕組み作りが必要と考えられる。

⑤ 今後の展開

以上のことから、顧客第一主義を軸に立地優位性を活かしながら、当社は国内と海外市場そ

れぞれのニーズに適切に応える形で供給する等、経営資源が限られている中小企業における海

外市場の獲得方法の一つであると考えられる。

今後の海外展開については、中長期的には現地法人の設置を実現したいとのことである。し

かし、実現に向けては、海外現地法人の設立から運営まで様々なノウハウが必要となってくる

ことから、現段階では具体化には至っていない。当面は、現業の拡大・生産性向上に努める考

えである。その一つがリサイクル率の向上である。現在のリサイクル率はパーツによって異な

るが、一般的には８０％位（２００６年現在）である。今後、業界全体（�日本自動車工業会）で２０１５

年以降に９５％以上に高めることを目標としており、当社も相応に対応していくことで、生産性

向上を図る。

昨今の金融危機に端を発する世界経済危機における円高の急伸や資源価格の乱降下等の影響

により、環境は急速に悪化しているが、こうした環境下であるからこそ当社が長きに渡って築

いてきたステークホルダーへの取り組みが活きてくるとともにその真価が問われるものと考え

られる。

３．今後の方向

平成２０年８月８日、「海外ビジネス展開に関するアンケート」調査票を、８月３１日を希望回答

期限として、２２７通郵送し、１８．９％の回収率を得た。この時点（Ｈ２０・８／２９）でのＴＴＭは、

１ドル１０９．０５円であった。問題は、その後に起きた。この原稿を書いている時点（Ｈ２０・１２／３０）

では、１ドル９０．０３円となっており、海外取引には多大な影響を及ぼしていると考えられる。「リー

マン・ショック」や「トヨタ・ショック」を始めとする「ショック・シンドローム」は、予測で

きなかった事態とは言え、現在同様のアンケートを実施した場合、結果は違ったものとなる可能

性が高く、本報告書が歴史的転換期の記録になれるのか、内心忸怩たるものがある。

昭和４８年のオイル・ショック以降、地方において幾多の景況の浮き沈みを経験してきたが、地
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方では好況の余波は、後からほんの僅か来る代りに、不況の伝播には多少のタイム・ラグがあり、

対策の時間稼ぎができたが、流石ＩＴ時代、かって経験したことがない程、「ドッカ～ン」とき

た。この様な激変の時代に、「地震・雷・火事親爺」でないが、リーダーシップが求められてく

ることは、間違いない。

事例調査協力企業の経営者から頂いた元気と、アンケートから読み取れる、強かな強さとエネ

ルギーから、現時点では、次の提言を行いたい。

� 当社の存立基盤は何か、原点をみつめる

グローバル化への対応は時の流れである。しかし、激変になればなる程、自社は何を目的とし

て存在しているのか、企業経営の原点（ミッション・ドメイン等）について、熟考する必要があ

る。

熾烈な生き残り競争の一環として、新たな市場を海外に求めるなら、どこの顧客の・どんなニー

ズに対応し、何を・どの様な差別化ポイントを売りにするのか、明確な定義づけが求められる。

「己が何者か。」について、社内で認識を共有しよう。

� 商品の絞り込みを行う

輸出に関し、アンケート調査の海外市場に期待する効果は「市場の将来性」と「市場規模」に

ある。しかし、海外市場は決して未開拓の市場ではない。難攻不落の壁はないが、リスクの高い

市場であるとの共通の認識がある。従って、制約のある経営資源の投入にあたり、商品の絞り込

みと、ＨＰ等を活用したプロモーション戦略展開は不可欠の要素である。

なお、商品の絞込みにあたっては、広告宣伝活動の位置づけでない限り、収益構造の確認は当

然であり、このためには、コスト・マネジメント機能の充実は必須である。

【顧客ニーズ】

顧客のどんなニーズに対応するのか。

このニーズの変化にどう対応するのか。

【顧客グループ】

顧客は誰なのか。

市場規模はあるのか。

【強み】

差別化ポイントをどう活用するか。

伸びる芽を育てる。
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� 社内体制の整備を図る

海外取引、特に輸出にあたっては、言語や契約に対する考え方の差、時間差等の制約を乗り越

えるスピードある組織的展開が求められる。

① 海外取引方針の策定と周知

経営者の強いリーダーシップの下、海外市場展開方針、撤退基準の明確化等、海外市場に対

する経営戦略、担当部署等を決定し、社内に周知し、共通の行動規範とする。

② 実践性の確保

海外取引展開上の課題として、「海外ビジネスに関するノウハウの不足」、「海外ビジネス人

材（語学・法務等）の育成」が上位を占めている。「語学の出来る人が社内におれば、その対

応の早さは格段に違う。」との指摘も頂いた。専任の担当者の有無を問わず、その職務を明確

にし、実践的に人材を養成していく取り組みが必要がある。

③ リーダーの行動力

散歩の序に、富士山に登った人はいない。高い目標を達成するためには、それなりの準備が

必要であり、根底には経営者の統率力は欠かせない。関税のノウハウをリーダーが自ら動きな

がら捕捉した事例、偶々訪れた海外バイヤーとの信頼関係を育み、強力な人脈を築いていった

事例もあった。何事にも共通であろうが、経営者の率先行動は不可欠である。
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存立基盤把握票 Ｈ２１・ ／ ：作成者

現市場概要

海外想定市場

【摘要】

【企業概要】

社名：

業種：

営業品目：

資本金：

従業員数：

【経営陣】

方針決定者：

執行責任者：

財務責任者：

【組織機能】

【財務データ】 決算月日：

Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度

【社是社訓・経営理念・経営方針・長期計画】

売上：
経常：
税後：
減価：
財源：
長借：
短借：
資本：

【ＳＷＯＴ＆基本戦略】

【沿革】－市場・技術軸中心に－

【商品製品 ＆ 価格】

【ブランド名】

【想定消費者】 【主要競争相手】

【販売経路】 【中核販売促進策】

【海外取引の戦略的理由】 【海外収益構造】 【海外取引展開課題】

【商品製品 ＆ 価格】

【ブランド名】

【想定消費者】 【主要競争相手】

【販売経路】 【核販売促進策】
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第３章 人的交流の状況

１．人的交流増加による経済活性化の可能性

第１章「総説」で述べたように、秋田県は少子高齢化、人口減少が全国でも最も速いスピード

で進んでいる。このことは当然、県内の消費需要や住宅着工の減少につながり、さらには税収や

消費財需要の減少が公共投資、設備投資の減少を招く。すなわち、少子高齢化、人口減少はあら

ゆる企業にとって県内マーケットが縮小していくことを意味し、県内経済発展の足かせとなって

いる。これは全国的にある程度共通する問題であるが、その進展がもっとも早い秋田県は他のど

の地域よりも何らかの手段によって事態を打開する必要に迫られている。

ここで県内経済を発展させ企業のビジネスチャンスを拡大させるためには、新たな市場・需要

を開拓することが必要であり、そのためには交流人口の増加というターゲットに目を向けること

が有力な手段となる。

秋田県外から県内を訪れる人（交流人口）を増加させることにより、県内における物販、宿泊、

飲食、交通などの消費需要を拡大し、ひいてはビジネス面での県外との交流を活性化しモノの流

れ、資金の流れを活発にする可能性を広げることができる。

交流人口を増加させるためには、日本国内に限らず未開拓の市場「ブルーオーシャン」である

海外まで視野を広げて考えることが重要となる。少子高齢化や人口減少は日本全体の問題であ

り、日本の中のマーケットをめぐる競争は既存の出来上がった市場である「レッドオーシャン」

での価格競争をはじめとする消耗戦となりやすい。しかし、広く目を海外に向ければＢＲＩＣｓ

と呼ばれる経済発展の著しい４か国に含まれる中国やインドに代表されるように、人口が増加

し、かつ一人当たりの所得も増加傾向にある国々が我が国に近いアジア諸国の中にあることを見

いだすことができる。

秋田県にとって長い間、人的な交流という面で「海外」はまさに未開拓の市場であった。しか

し、平成１３年１０月に秋田－ソウル国際航空便が就航したことによって、海外市場・需要開拓の新

たな可能性が開かれたといえる。海外との人的交流をはかるためには、外国と直接の交流窓口と

しては唯一ともいえるこの航空路線を抜きにして考えることはできない。韓国人旅行者を増加さ

せることにより地域内の消費需要の拡大をはかり、さらには人的な交流をビジネス交流につなげ

て県内企業にとって新たなビジネスチャンスを創り出すこと、このことが県内経済を発展させる

ため「ブルーオーシャン」としての海外の市場を開拓するためにもっとも即効性があり有効な手

段となるだろう。

この第３章では、この秋田－ソウル航空便に焦点を当て、現在までの海外との人的交流の状況、

および今後海外との人的交流を活発化させるによって県内経済を発展させていく可能性について

考えてみたい。
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２．秋田－ソウル航空便の状況

� 搭乗者数・搭乗率の推移

秋田－ソウルの国際定期便の開設運動は１９９０年に官民を挙げての活動として始まり、１０年以上

の長い年月を経て、２００１年１０月に定期便が就航された。

平成１３年度以降の搭乗率の推移は以下のとおりとなっている。

通年就航となった平成１４年度以降、搭乗者数は２万５千人以上を保ち、平成１８年には過去最高

の３万３千人に達した。平成１９年度はやや人数は減った（△２千４百人）ものの、３万人は確保

された。

搭乗率については、一般的に採算ラインとされている７０％までには至らず、毎年度５０％台となっ

ている。

このように低迷する搭乗率を受け、平成１９年の秋にはソウル便を運行する大韓航空（本社・ソ

ウル）から運休の可能性が県に対して通知された。これに対し、秋田県では各種ＰＲ施策や県市

町村協会の助成等の取り組みにより、平成２０年に入って利用率は上昇している。（大韓航空はこ

の利用率上昇を評価し平成２１年３月まで運行継続することが発表している。）

搭乗者数（人） 搭乗率（％）

平成１３年度 １３，７４８ ６４．９

平成１４年度 ２８，９８３ ５６．８

平成１５年度 ２５，７８４ ５３．０

平成１６年度 ２６，０２４ ５０．３

平成１７年度 ２８，１２７ ５３．６

平成１８年度 ３３，００２ ５７．０

平成１９年度 ３０，６１１ ５７．３
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しかしながら、近年の急速・急激なウォン安の進行により、特に韓国人旅行客の減少が余儀な

くされることは必至である。一部報道にもあるように、逆にこのウォン安を契機にショッピング

を目的とした日本人観光客の増加もあるとはいえ、景況の不透明さからどの程度消費へ振り向け

られるかは疑問が残る。

引き続き、搭乗率を高いままで維持できるか不安な情勢にある。

（ウォン対円為替推移）
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� 日本人・韓国人別利用割合

５月～１０月の平成１６年と平成２０年の日本人と韓国人の利用割合のデータは次のとおり。

就航４年目であった平成１６年度は、日本人と韓国人の利用割合は、おおむね６５：３５と、日本人

利用割合が高かった。近年は、韓国国内に対する秋田県の観光ＰＲ等が功を奏し、ほぼ５０：５０の

利用割合となっている。

３．秋田－ソウル航空便の搭乗率向上のための施策とその効果

� 秋田－ソウル便に運休の危機

平成１９年１２月、秋田県に衝撃が走った。平成１９年９月の大韓航空の役員会議において、搭乗率

―３７―



が５０％台に低迷している秋田－ソウル便を平成２０年４月から運休する予定とされた事が知らされ

たのだ。これは、平成１３年１０月の開設以来、秋田県と海外を結ぶ唯一の定期航空路線であった秋

田－ソウル便がなくなるという危機に立たされていることを意味した。

秋田－ソウル便は、平成２年（１９９０年）以来１０年以上に渡る官民を挙げての開設運動を経てよ

うやく就航が決まった路線である。そして秋田県当局は、この国際航空路線を秋田県にとって重

要なものと認識していた。

秋田県観光課は、秋田－ソウル便の必要性について次のように述べている。

○秋田－ソウル便は、観光の振興、国際交流の活発化による国際化と交流人口の拡大がもたら

す地域の活性化、ビジネスチャンスの創出などに必要な交通基盤であり、秋田県にとって貴

重な財産である。

○特に、ソウル便を利用した草の根交流は相互の国際理解を深め、青少年にとっては人格の形

成や国際人としての成長に役立つなど、グローバルな人材育成に大きな役割を果たすものと

考える。

○ソウル便の運行効果については、時間短縮効果及び費用節減効果（他空港を利用した場合と

の比較）、韓国からの観光客の入り込みに伴う地域経済効果で、約５１８百万円と試算（平成１８

年度実績数値による）している。

このように秋田－ソウル便を秋田県にとって重要な財産と考えている以上、この航空路線の運

休はなんとしても避けなければならないことであった。

� 搭乗率７０％のための体制作り

秋田県知事はこの事態を受け、平成２０年１月に韓国を訪問。その結果、大韓航空と「お互いに

搭乗率７０％を目指して頑張る」ことを確認して、平成２０年４月から１０月までのソウル便存続が決

まった。

しかし、２０年１０月までに７０％程度まで搭乗率を向上させることができなれば、秋田－ソウル便

が運休となりかねないという不安定な状況には変わりがない。路線として採算ラインに乗せるた

めには搭乗率７０％が必要とされている。秋田県は早速、それまでずっと５０％台で推移していた搭

乗率を７０％台に引き上げるための対策に取り組んだ。まず、商工労働部・観光課に「韓国交流推

進監」という役職を設け、このポジションを中心に観光課が搭乗率向上のための施策を立案、実

行する体制を作った。

� 誘客（インバウンド）対策

① 秋田が知られていない

韓国交流推進監を中心とする観光課は、他県の韓国航空便の状況を分析した。そして搭乗率
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の高い路線は、日本からの送客（アウトバウンド）よりもむしろ韓国からの誘客（インバウン

ド）に成功していることを確認、秋田－ソウル便の搭乗率を向上させるためにはインバウンド

対策に力を入れる必要があるという認識に達した。

２０年４月、韓国交流推進監は秋田県知事とともに訪韓、大韓航空本社や系列旅行会社を訪問

した。その際、「秋田そのものが全く知られていない」というショックな発言を耳にした。

平成１３年の秋田－ソウル便就航以来７年間、県としても韓国に向けそれなりの広報・広告を

行ってきたはずである。それなのに「全く知られていない」とは。それまで韓国の新聞に掲載

した広告を見ると、「秋田ゴルフやスキーパック」と小さく他県の広告に隠れるように載って

いるだけであり、１回２４万円×１０回として２４０万円の費用に対してどれだけの効果をあげてい

るか疑問を感じさせるものだった。県観光課は、まず「秋田を知らしめる」＝秋田をＰＲする

ことに注力した。

② インターネットの活用

韓国はＩＴ先進国として知られている。インターネット普及率は世界で２～３位。６歳から

２０歳まで９０％以上がインターネットを使用しており、旅行の予約もインターネットが主流であ

る。このことから、秋田をＰＲする手段としてインターネットの活用に取り組んだ。

従来の状況を調べてみると、韓国の検索ネット（ネーバーやブログハム）で「秋田」を検索

すると、「秋田犬」しか出てこない状況であり、秋田県の韓国版ホームページは６年間で１２，０００

件、年間では２千件しか開かれておらず、ホームページの配置場所や内容も全く悲惨なものだっ

た。

インターネット活用のためまず宣伝媒体としての韓国語版ホームページの作成を先行させ

た。作成のポイントとしては次の３点を重視した。

１）「色使い」「配置」「デザイン」等は、韓国の嗜好に合わせる。

２）常に、会員や旅行会社に「ニュースレター」として秋田の最新情報を発信できる。

３）会員（顧客）管理システムＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）

を搭載し、年齢層別、男女別など後々のリピーター確保につながるようなデータ管理が可

能となるもの。

以上のポイントを条件として、韓国のホームページ制作会社と打ち合わせを行い、新ホーム

ページを２０年７月１日にオープンした。

このホームページには、開設後約５か月半で６１万件のアクセスがあった。１日当たりでも約

３，６００件となり、１日で従来のホームページの２年分近いアクセスを得ていることになる。

このような爆発的なアクセスを獲得することができた理由としては、このホームページがキ

ャラクターの「がおたくん」が秋田を紹介することや、ブログ形式を採用していることなど他

の地方自治体のホームページにはない特色をもっていることが挙げられる。また、がおた会員

―３９―



１０，０００名、旅行会社３００社、マスコミ１００社に常にニュースレターで秋田の最新情報を提供して

いることや、パワー（モンスター）ブロガーと呼ばれる影響力の大きいカリスマ的なブロガー

を秋田に招待し、彼らの個人サイトから秋田県のホームページにリンクさせたことも大きいと

考えられる。

なお平成２１年度は、旅行社とのタイアップによりホームページに旅行の予約システムも装備

する予定となっている。

③ 新聞・高級雑誌への記事掲載

従来の韓国マスコミ等の招待旅行（ファム）は、結果としてなかなか記事掲載に結びついて

おらず、「接待旅行」的なイメージに近いものであった。そこで観光課は、韓国の現地コーデ

ィネーターとの連絡調整のもと、確実に記事になり「秋田県」を知ってもらうことができるこ

とを目的として招待旅行（ファム）を企画した。そのターゲットは高級イメージの雑誌社に絞っ

た。口コミでも広がることを考えるとそれが最も効果的と考えられたからである。

この結果、韓国４大紙の東亜日報やその系列の東亜スポーツなど新聞に４ページ、高級雑誌

のべ１２冊に６０ページの秋田県に関する記事掲載に成功した。この効果を広告費用に換算する

と、投資金額の約１７倍の効果があったことになる。

④ 観光案内ボランティアへの支援

海外からの旅行客への最大のおもてなしはやはり「言葉」だと言える。秋田市内の観光など

で、たとえ完璧でなくても韓国語で秋田を紹介できるボランティア組織の立ち上げを支援し

た。その結果、２０年６月にＮＰＯ法人「日中韓虹のかけはしＡＫＩＴＡ」が組織され、韓国と

の草の根交流の大きな支えとなっている。

⑤ 観光資源の開発

韓国では、ゴルフ人口は約３５０万人いるのに対してゴルフ場は２５０か所程度しかなく、プレー

代が平日でも３万円程度と高いことが知られている。また、スキー人口は約４００万人いるのに

対してスキー場は１４か所しかなく、しかもほとんどが人口降雪機によるスキー場だという。さ

らに、韓国人は健康志向が強く人口の約４割の人が月に１回以上の登山やトレッキングを行っ

ているという報告もなされている。

したがって韓国からの誘客に活用できる観光資源としては、まずゴルフ場、スキー場が挙げ

られる。

ゴルフ場に関しては、韓国からの誘客において従来秋田県では主に県北の１つのゴルフ場が

利用されてきたが、より価格帯の高い旅行商品開発に向けて県内の他のゴルフ場も商品に組み

込もうと企画を検討している。

また、スキー場に関しては主に田沢湖スキー場が利用されてきた。田沢湖スキー場は雪質等

は良いものの、他県にあるような宿泊施設がスキー場と隣接し、アフタースキーの娯楽施設も
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完備されたスキー場が秋田県内にはないという問題点がある。これを逆手にとって、田沢湖ス

キー場をアフタースキーの娯楽施設など全くない「子供に健全なスキー場」として、小中学生

を対象にスキーキャンプを企画した。その時期がちょうど竹島問題が起こった時期と重なった

ため学校関係への営業はあまりできなかったが、民間スキー学校等への働きかけにより、数回

の誘致に成功した。

ただし、観光資源の数や宿泊キャパシティから言って、秋田県単独の旅行商品開発には限度

があり、他県の空港や観光資源も活用した旅行商品開発が搭乗率向上のため有効な方法となる

と考えられ、様々な企画を検討している。

� 送客（アウトバウンド）対策

① 韓国への修学旅行

これまでみてきたように、秋田－ソウル便の搭乗率向上策はインバウンド対策を中心にした

活動であるが、これと並行して秋田から韓国への送客（アウトバウンド）の増強に向けた活動

も行ってきた。その一つに韓国への修学旅行を支援する活動がある。

韓国への修学旅行の増強は、秋田－ソウル航空便の重要な存在意義である草の根レベルでの

国際交流を通してグローバルな人材育成に寄与することから、教育関係組織と連携しながら増

加をはかっている。この結果、平成２０年度は５校（３２６名）、平成２１年度は１２校（５７０名）の韓

国への修学旅行が予定されている。

② 韓国旅行に対する助成

平成２０年４月から９月まで限定で、市町村振興協会が助成する旅行商品が設定された。この

助成内容は、１人当たり２万円を助成するもので、実績としては９５６人がこの商品を利用して

韓国を訪れた。

� 搭乗率アップに現れた施策の効果

① 搭乗率の上昇

以上みてきたように、秋田県は韓国交流推進監を中心とする観光課に推進組織を一本化し、

秋田－ソウル便の路線維持をはかるため搭乗率向上に取り組んでいる。この中で企画・実施さ

れたさまざまな施策の効果は搭乗率のアップという形で顕著に現れている。

観光課が搭乗率アップに向けて本格的に活動を開始した２０年４月以降、秋田－ソウル便の各

月の搭乗率は前年同月を１０～２０ポイント程度上回る水準で推移し、２０年５、６、９、１０月の搭

乗率は目標の７０％を超えた。
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○１月～１０月実績

○４月～１０月実績

表で見るとおり平成２０年の秋田－ソウル便の搭乗率は前年に比べ大幅にアップしており、特

に４月から１０月まで７か月間の実績は目標の７０％をクリア、前年比で１８ポイント上昇と大きな

改善をみせている。利用客の内訳をみると、日本人の搭乗者が７か月間で３千人以上増加し韓

国人ほかの減少をカバーしており、総体の搭乗者数は前年比２千人以上の増加となっている。

○平成２０年（１～１２月）推計搭乗率

平成２０年（暦年）の推計搭乗率では、１１月以降ウォン（韓国通貨）安の影響から搭乗率の低

下が見込まれることもあり目標の７０％には及ばないものの、それに近い６６％程度の搭乗率を確

保できる見込みとなっている。

なお、搭乗者数では２０年が前年比微減となっているのに対して搭乗率が９ポイント程度上昇

（単位：人）

搭乗者数
日本人 韓国人ほか

搭乗率
人数 比率 人数 比率

２０年実績 ２７，７３１ １４，１７７ ５１．１％ １３，５５４ ４８．９％ ６９．２％

１９年実績 ２６，６０４ １０，５１３ ３９．５％ １６，０９１ ６０．５％ ５６．０％

増減 １，１２７ ３，６６４ △２，５３７ １３．２ｐ

（単位：人）

搭乗者数
日本人 韓国人ほか

搭乗率
人数 比率 人数 比率

２０年実績 ２０，１７３ １０，６２３ ５２．７％ ９，５５０ ４７．３％ ７０．２％

１９年実績 １７，６９３ ７，２８０ ４１．１％ １０，４１３ ５８．９％ ５２．２％

増減 ２，４８０ ３，３４３ △８６３ １８．０ｐ

（単位：人）

搭乗者数 うち日本人 うち韓国人等 搭乗率

２０年推計 約３１，８００ 約１６，６００ 約１５，２００ 約６６％

１９年実績 ３１，９６４ １３，０７６ １８，８８８ ５７．３％

増減 約△１６０ 約３，５３０ 約△３，６９０ 約９ｐ

※平成２０年１１月現在の推計値
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しているのは、運行している機種の定員数が減少していることによる。

② 個人旅行の増加

最近の急激なウォン安の影響で全国的に韓国からの旅行客減少がみられるが、秋田県では２０

年９、１０月も韓国人旅行客が増加しており、インバウンド対策の効果がうかがえる。このよう

な搭乗率の上昇を受けて、秋田－ソウル便は平成２１年３月までの運行継続が決定された。

また、韓国からの旅行の内容の面でも変化がみられる。従来はゴルフ、スキーを目的にした

団体旅行がほとんどであったが、インターネットや高級雑誌を媒体とした秋田県のＰＲが韓国

に浸透するにしたがって、個人旅行も増加している。特筆すべきは、「角館－鶴の湯」という

ルートで新婚旅行として秋田県を訪れた韓国人カップルがあったことだろう。この事を聞いた

県・観光課は秋田県のＰＲを中心にしたインバウンド対策の有効性が確認されたと受け止めて

いる。

最近のウォン安による韓国人旅行客減少の影響は決して小さくなく、秋田－ソウル便の今後

に関しても予断を許さないが、観光課では旅行商品やルートの多様化などさらに搭乗率アップ

に向けた施策を継続していく予定である。

４．秋田－ソウル便を活用して人的交流を活発化するための提言

� 観光

① 観光資源・旅行商品の開発

これまで韓国人旅行客をターゲットにした旅行商品としては、「ゴルフ」「スキー」「温泉」

を目的とする団体旅行が中心となってきた。今後もこれらは旅行商品にとって重要な要素であ

ることに変わりないであろうが、韓国からの誘客のターゲットをさらに厚い層にするために

は、旅行商品の多様化が必要であり、そのためには新たな観光資源の開発が重要と考えられる。

例えば、韓国では人口の４割に当たる人々がトレッキングや登山を楽しむと言われ、「ウェ

ルビーイング」が流行語となるほど健康志向が強いが、このような人々のニーズに対応する旅

行商品の開発はまだ不十分である。秋田が誇る自然環境、特に白神山地や鳥海山などの登山、

トレッキングに適した地域資源を活用することが、新たな市場開拓の手段となると考えられ

る。

また、秋田県内で行われているさまざまな祭りや伝統行事は、韓国人旅行者を誘客するため

の旅行商品としてはあまり活用されていない。これらは他地域との差別化をはかるためにも、

これらの祭り、伝統行事という地域資源を活用すべきである。

② プロモーション

韓国交流推進監を中心とする観光課が推し進めてきたように、韓国の人々に対して「秋田県

をＰＲする」という方向性は正しいと考えられる。秋田県の持つ様々な地域資源を観光誘客に
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活かすためには、そのような地域資源があることを知ってもらう必要があるからである。ただ

し、旅行商品の多様化が必要なように、韓国に対する秋田県ＰＲの手段もさらに多様化・重層

化していくことが重要である。

その方法の一つとして、フィルムコミッションとの連携が挙げられる。北海道は韓国からの

旅行客が多い地域であるが、その理由の一つに映画「ラブレター」の舞台となったことがある。

日本映画「ラブレター」は韓国で大ヒットし、その映画を見た韓国の人たちが映画の舞台であ

る北海道を訪れたのである。フィルムコミッションは映画等のロケを地域に誘致する組織であ

り、秋田県でも「かくのだてフィルムコミッション」をはじめとする複数のフィルムコミッシ

ョンが活動しているが、その主要な目的はこのように地域を舞台とする映画やドラマのヒット

により地域を訪れる観光客を増加させ消費需要を拡大することである。実際に韓国のドラマロ

ケが角館で行われた例もあり、韓国の映画・ドラマの秋田県内へのロケ誘致は観光客増加をは

かるための有力な手段となるだろう。

また、単なる「観光」という枠を超えて韓国との間でさまざまなレベルの交流を促進するた

めに、国際的なイベントやコンベンションを企画・実行することも有効である。これまでも、

ソウル特別市の福祉施設のトップが来県し、県内の養護学校でのミュージカル視察など行った

例があり、また、県・観光課も大潟村などでの農業視察等の研修旅行を開発中である。このよ

うに、秋田県と韓国で共通するいろいろなテーマ・課題について共に考え話し合うイベントや

会議（コンベンション）を開催することで、韓国との人的な交流を活発化すると同時に相互理

解を深めることができる。

③ 受入態勢の整備

韓国からの誘客を増加させ、一度秋田県を訪れた人々をリピーターとするためには、受入態

勢の整備も欠かせない。

具体的には、まず、さまざまなレベルで韓国語で対応できる人員を養成することが必要とな

る。前述したように、韓国語で秋田の観光案内を行うボランティア組織としてＮＰＯ法人「日

中韓虹のかけはしＡＫＩＴＡ」がすでに活動しており、また県内の宿泊施設の中には韓国人ス

タッフを新規雇用した所もあるが、韓国人旅行客の受入態勢を整えるためにはもっと多くの関

係者が韓国語で対応できるように、語学研修も含めて対応策を強化したい。

ただし、韓国語ができなければ韓国人旅行者に対応できないという訳ではなく、当たり前の

ことながら何よりも重要なのは「もてなしの心（ホスピタリティ）」ということになるだろう。

先に述べた韓国からの新婚旅行客を受け入れた角館の宿泊施設は、その客が新婚旅行で訪れた

と知るとワイン１瓶をサービスするなど臨機応変に対応したという。韓国からの誘客に限らず

秋田県を訪れる観光客を増加させ、その満足度を高めるためには、観光関係者だけでなく広く

県民全体が県外から秋田県を訪れる人に対する「もてなしの心（ホスピタリティ）」を持つよ
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うに、ＰＲ・啓蒙活動を強化することが必要である。

� ビジネス

上記の観光以外のビジネスでの人的交流活発化策としては、秋田県に特徴的な産業といえる、

「金属リサイクル事業」および「農業関連」の２点に着目して提言したい。

① 金属リサイクル事業

秋田県には、製錬や選鉱などの鉱業関連技術や基盤を活かした高度な金属リサイクル技術を

有する民間企業ならびに研究機関が存在する。日本国内でも先進的な地域といえるものであ

り、現在、秋田県と北部９市町村では「秋田県北部エコタウン計画」として国の承認を受け、

高度な技術に裏打ちされた金属リサイクル事業を展開している。

近隣諸国のなかでも家電の普及率の高い韓国においてもリサイクル技術の高度化は強く求め

られているはずである。リサイクルの取り組みは日本国内の問題ではなく、全地球的な取り組

みともいえるものであり、技術の共有化をぜひ推進すべきである。

積極的な視察旅行の企画、企業や研究機関への人員の受け入れなどが考えられる。また、観

光でも同様なことがいえるが、企業や・研究機関内部に韓国語に対応できる人員の整備も必要

であり、語学習得を目的とした人的交流も活発化となる可能性もある。

② 農業関連

農業部門での人的交流の促進について検討してみたい。

秋田県および韓国に共通する主要農産物として「米」が挙げられる。

米の消費量は食文化の多様化等によりその消費量が落ち込む状況であるものの、高騰が続く

小麦の代用品（米粉）や同じく高騰する畜産用飼料への転用など、近年注目されている農産物

である。また、食料としてだけではなく、環境に負荷が少ない石油代替燃料「エタノール」の

抽出原料としても大いに注目されているところである。

今後も米の利用に関する技術面の研究等は進んでいくものと考えられるが、採算面で問題と

なる米の生産原価の引き下げが重要となってくる。

秋田県および韓国には長年培ってきた米の生産技術はある反面、上記のような新たな利用価

値を実現していくなかでは、生産コストの引き下げの研究が進んでいる状況にはない。そこで、

生産の面で強みを持つ韓国と秋田県が共同でこの生産コスト削減の研究事業を展開していくこ

とはできないだろうか。産学の連携もあわせ共同研究を推進していくなかで、必然的に人的交

流は活発化していくことは実現できるものと考えられる。
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第４章 提言

１．地域・企業にとっての海外ビジネスの意味

� 新市場の開拓

秋田県内の企業または地域が物流や人的交流の面で海外ビジネスに取り組むことは、どのよう

な意味を持つのだろうか。

この報告においても度々触れてきたように、秋田県においては人口の減少、少子高齢化が全国

でも最も早く進んでおり、これが県内企業にとっては市場の縮小につながり発展の制約条件と

なっている。当支部（中小企業診断協会秋田県支部）の平成１８年度の調査研究事業「人口減少社

会に挑む県内企業に関する調査研究～新たなビジネスモデルの構築にむけて～」はそのような状

況に対して県内企業がどのように対応しようとしているかを探ることがテーマであった。この調

査研究の結果においても、縮小する県内市場への企業の一つの対応策として「県外市場の開拓」

が選択されていることが示されている。

しかし、人口減少や少子高齢化は程度の差こそあれ全国的に共通する傾向であり、そういった

意味では国内市場が総体として縮小しつつあると捉えることができる。したがって県内企業が新

たな市場を求めて県外に進出したとしても、そこでも縮小しつつあるマーケットを巡る激しい競

争が待っていることには変わりがない。

そこで、自社のターゲットとする市場を県外に求めることの延長線上に、海外市場の開拓とい

う選択が考慮されることになる。日本に近いアジアだけを考えても、高い経済成長率を持続し個

人消費などの市場が拡大している中国をはじめ、魅力的な市場が広がっている。

企業が、売上を伸ばし収益機会を拡大する機会を探るうえで、海外市場の開拓はもはや不可避

な選択肢の一つとなっているといえる。

� ビジネスパートナーとしての海外

もちろん、海外ビジネスは海外市場を開拓することだけにとどまるものではない。

秋田県内でも、海外から仕入れた原材料や商品を元に事業を遂行している企業は多くある。ま

た、海外企業との技術面の提携を行っている企業や、製造工場の海外立地を選択する企業もある。

さらに、ＩＴ関連などで海外の技術力の高い人材を事業に活用しようとする企業もあり、海外ビ

ジネスと言ってもその形はさまざまである。経済のグローバル化が進んでいる現在、仕入先、技

術の提携先、人材の供給源などの面で海外との連携を強める企業はますます増えていくだろう。

以上のように、国内市場の縮小および経済のグローバル化が進む中で、県内の企業や地域にとっ

ても海外ビジネスの重要性は今後も増加していくだろう。
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２．海外ビジネスの現状と課題

� 物流

ａ 増加している海外ビジネス

アンケート調査の結果から、県内企業においても海外ビジネスが思った以上に進んでいるこ

とが分かる。アンケート回答率が約１９％だったことから、もともと海外ビジネスに関心の強い

企業の回答が多かった可能性があり、その点を割り引いて考える必要があるが、海外取引のあ

る企業の割合は５５．８％と半数を超えている。さらに、現在海外取引のない企業のうちで「今後

海外取引を行う」方針と答えた企業の割合２６．３％は、「海外取引を行わない」方針である企業

の割合１５．８％を上回っており、海外取引を行う企業は今後も増加していくことが予想される。

ただし、売上高に対する輸出、輸入の依存度をみると、５％以下の企業がそれぞれ６２．５％、

５０．０％と最も多く、海外取引は事業に占める比重の面ではまだそれほど大きくないといえる。

反面、これから県内企業の海外ビジネスが拡大する余地が大きいと捉えることも可能である。

ビジネスの海外展開を行うに至った背景としては、やはり「海外に市場を求めた」が４２．３％

と半分近くを占め最も多い。同時に、海外展開に最も期待した効果としても「市場規模」「市

場将来性」が多い。このことから、県内企業にとって海外市場開拓が海外ビジネスに取り組む

最大の理由となっていることが分かる。事例調査の対象となった企業のケースでも「縮小均衡

ではなく売上を伸ばして儲けるという意思決定をするのであれば、海外マーケット進出という

選択肢が現実的なものになる」という考えが示されており、県内企業にとっても自社のターゲ

ットとするマーケットを選ぶうえで海外市場開拓という選択肢の現実性が増していることが分

かる。

ｂ 海外ビジネスを進めるうえでの課題

県内企業の海外ビジネス展開の方式では、「商社等との連携」が６０％と多くを占めて、「直接

貿易」や「業務提携」の各２０％を大きく上回っており、直接的に海外ビジネスに取り組んでい

る企業の割合はまだ多くない。企業が「直接貿易」「業務提携」などの直接的な取り組みを含

め海外ビジネスをさらに進展させるために何が課題となっているのだろうか。

アンケート結果からは、「マーケット情報」「海外ビジネスに対するノウハウ」など情報・ノ

ウハウ面充実の必要性がまず挙げられており、これに次いで「人材育成」「輸送対策」「品質保

証体制の確立」など海外ビジネスに取り組む社内体制の整備面が多く挙げられている。

ただし、これらの前提として「第２章 ３．今後の方向」で述べているように自社の存立基盤

となる経営の原点を見つめ直し、その中で海外ビジネスに取り組む基本戦略を構築する必要が

あるだろう。市場や原材料調達先として海外を選択するのであれ、海外で生産を行うのであれ、

自社のミッション（使命）やドメイン（事業領域）を再確認したうえで、そこに海外との連携・

協力をどう活かしていくのか、社内で基本認識を統一して具体的な施策を実施していくことが
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必要である。

� 人的交流

ａ 成果をあげたソウル便の搭乗率向上策

秋田県における海外との直接的な人的交流に関しては、平成１３年１０月の秋田－ソウル航空便

就航がエポックメイキングな出来事となり、それ以来、ソウル便が韓国との間で人的交流の窓

口となってきた。ただし、年間平均の搭乗率は就航初年度を除くとずっと５０％台に低迷してお

り、海外との人的交流は必ずしも活発だったとは言えない。この状況を受けて、大韓航空が秋

田－ソウル便の運休を検討し秋田県に伝えたことから、事態は新しい展開を見せ始めた。

韓国交流推進監という新しい役職を設定して秋田県・観光課が取り組んだソウル便の搭乗率

向上策は、韓国からの誘客（インバウンド）を中心とする対策であった。これを、韓国国民を

ターゲットに秋田県観光という商品を販売するマーケティング戦略と考えると、価格戦略の面

は最近のウォン安により大きな影響を受けているものの、新たな旅行商品の開発（製品計画）、

他県の空港の活用（販売経路）、ＰＲ方法の改善（プロモーション）と新たな施策を次々に実

行し、結果としても搭乗率の上昇という成果を上げている。特にプロモーション戦略に関して

は、韓国がＩＴ先進国であることに着目したインターネットの利用や、高級雑誌をターゲット

に絞った招待旅行（ファム）の活用などが大きな効果を上げていることが注目される。

ソウル便の搭乗率上昇は、海外との人的交流の面でも、知恵を絞って有効な施策を実施する

ことにより、交流を活性化させる余地がまだ大きいことをうかがわせるものである。

ｂ 交流の重層化が課題

人的交流に関する今後の課題は、韓国からの誘客（インバウンド）、日本からの送客（アウ

トバウンド）の双方で「観光」が中心となっている状況を、さらに多様な目的を持った層の厚

い交流に変化させていくことであると考えられる。

現在も秋田県と韓国の草の根レベルの交流活発化を目指して、双方からの修学旅行の推進や

イベント等を活用した様々な分野に関する交流が企画・実行されているが、秋田県、韓国の双

方からもっと多くの人々がいろいろな目的を持って交流するような、「層の厚い」交流にして

いくことが重要である。このことが観光の振興のみならず、市民レベルでの文化・学術面の交

流を活性化させ、さらにはビジネス面の交流に繋がっていくと考えられる。

３．海外ビジネスの今後の方向性

� 地理的な特性を活かす

秋田県内の企業や地域が、今後の海外ビジネスの展開をはかるうえでどのような方向性が考え

られるだろうか。
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まず、一つ目の観点として秋田の地理的な特性に注目する必要がある。日本国内だけを視野に

置いて考えると秋田県の位置は首都圏から離れた不便な所という考えにとらわれがちであるが、

さらに視野を広げて海外との連携を考えに入れてみると、秋田県は海外交流の窓口としてすぐれ

た特質を多く持っている。

この地理的な優位性に着目して考えられたのが、ロシアのシベリア鉄道を活用することにより

ヨーロッパ諸国までも範囲に入れた物流を活性化させることをねらいとした「シーアンドレール

構想」である。秋田県は日本海を挟んでロシアと向かい合っており、海運（シー）と陸運（レー

ル）を結合することで遠くヨーロッパ諸国とも繋がることができる。この地理的な優位性を活か

して秋田を対外取引の拠点として経済を活性化させようという構想であるが、まさに視野の広い

スケールの大きい構想であり、地域発展につながる大きな可能性を持っている。

同様に、秋田県は日本海を挟んで韓国・釜山港とも結びついている。釜山港は近年、国際的な

海運拠点としての重要性を増しアジア・アメリカ・ヨーロッパを繋ぐハブ港としての地位を固め

つつある。したがって、この釜山港との間の海運を活用することにより秋田港がヨーロッパ・ア

ジアとの窓口ともなり得る。東北地方では秋田港が釜山港との連絡において優位性を持っている

ことから、秋田県が東北地方における海外との物流窓口となる可能性は大きい。

さらには「シーアンドレール構想」と秋田港－釜山港の海運を有機的に結合することにより、

海外との物流拠点として秋田県の経済発展をはかる構想の現実性、可能性が高まるものと考えら

れる。

� 物流と人的交流の連携

この報告では、第２章、第３章で「物流」と「人的交流」とに分けて考察してきたが、この「物

流」と「人的交流」は当然ながら密接に結びついている。韓国人が観光で秋田を訪れることが秋

田と韓国の企業間でビジネスを始めるきっかけになることもあるだろうし、秋田と対岸である韓

国やロシアの物流が盛んになれば、それにともなってそれらの国と秋田県との人的な交流もまた

増加していくだろう。

したがって今後の海外ビジネスを考えるうえでは、この物流と人的交流を有機的に連携させた

推進策をとっていくべきと考えられる。例えば、第３章で人的交流を活発化するための提言とし

て考察したように、金属リサイクル事業や農業といったビジネス分野に関して人的な交流を盛ん

にすることができれば、それは韓国と秋田との企業間の事業の連携に結びつき、ひいては物流の

増加にもつながっていくことが期待される。

物流と人的交流の連携は、同時に海運・陸運と航空輸送の連携でもある。ともすれば別々に考

えられがちな、秋田港を利用した「海運」と秋田空港を利用した「航空輸送」を有機的に結びつ

け、互いの相乗効果で海外との物流および人的交流を質、量の両面で活発化させていくことが有
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効である。そのためには、海外交流の活性化に向けた統一的な戦略のもとに「物流」「人的交流」

の活性化の施策を構築していく必要がある。

� 地域・企業のブランド戦略の再構築

海外ビジネスの展開を考えるうえでの基本的な立脚点として、企業および地域のブランド戦略

を練り直し、再構築することを提言したい。

当支部（中小企業診断協会秋田県支部）のこれまでの調査研究事業において、県内企業のブラ

ンド戦略（平成１４年度）や、地域ブランド戦略としてのフィルムコミッション（平成１６年度）を

テーマとして採り上げてきた。本報告のテーマである「海外ビジネスの展開」もこの二つの調査

研究の延長線上に置いて考えることができる。

企業のブランド戦略に関しては、経済の広域化にともなって県内企業が県外マーケットをター

ゲットとする場合、県外でも通用するブランドとなるように自社製品のマーケティング戦略を組

み立てる必要が生じていることを考察した。またフィルムコミッションに関しては、県外ひいて

は海外に対して「地域ブランド」を確立しプロモーションするための手段としてフィルムコミッ

ションを活用することの有効性・重要性を考察した。

物流および人的交流の面で海外ビジネスを展開するということは、製品や企業、また地域その

ものが、海外でも通用するブランドとして確立される必要性が生じるということである。第３章

で紹介したように、韓国からの観光客を秋田県に誘致するためには、秋田をＰＲし秋田そのもの

を韓国の人に知ってもらう必要があった。これと同様に、海外を相手にビジネスを行うためには、

自社や自社製品を海外の人・企業にも知ってもらう必要がある。すなわち、海外をターゲットと

したプロモーション戦略の検討が必要である。また、その前提として、海外でも通用するような

品質・性能を持った製品・商品・サービスを供給しなければならないし（製品計画戦略）、その

製品・商品・サービスを海外の人・企業に提供するルート・方法を構築しなければならない（販

売経路戦略）。

つまり海外ビジネスを展開するためには、海外マーケットに適合するように地域・企業の製

品・サービスのマーケティング戦略を組み立て直すことが重要となる。視野を海外にまで広げ

て、地域や企業のあり方を捉え直し経営戦略を再構築することは、世界的な経済後退や地域にお

ける人口減少・少子高齢化の中で生き残っていくためにも、必要かつ意義深いことと考えられ

る。

―５０―



２００８年１０月２６日付の秋田魁新報に、前秋田公立美術工芸短大学長で作家の石川好氏が「秋田の

構造改革を」と題した論評を寄稿されています。このコラムはかなり辛口ですが、おおよそ次の

ような内容でした。

最大の雇用の場が県庁、市町村役場などの「公務員」、次いで公共事業にかかわる建設業、そ

してコメ作りを中心とする農業である秋田県は、経済力を民の力よりも官の意向によって左右さ

れる例外的な地域であり、そのありようは社会主義経済に近い。そして、少子高齢化が急速に進

み、国際競争力が年々低下する日本である限り、国が地方に対して大きな財政支出をすることは

あり得ず、秋田型社会主義を脱却する政策なり展望を秋田県政と県民が持たない限り、秋田県は

十年以内に悲惨なくらい落ちぶれた地方になるであろう。

非常に耳の痛い話ですが、ここで言及されていることは正確に秋田県の現状を言い表してお

り、的を射た論評と言わざるを得ません。とすれば、私たちは石川氏の言うように現状から脱却

する展望を持ち、構造改革に取り組まなければならないということになります。

サブプライム問題に端を発する世界的な経済危機と人口減少・少子高齢化が同時に進行する中

で状況の閉塞感は強いですが、それを打ち破るのは地域に生きる私たち以外にはいません。厳し

い現状を見据えながらも、志を高く持ち視野を広くして自分の地域をより良くするためにあらゆ

る可能性を探っていく必要があります。

「本報告をその一助に」と言えば大げさに過ぎるでしょうが、地域・企業の発展をはかるため

の手段として海外との連携を考慮するのはもはや当然のことと思われます。毎回の言い訳になり

ますが、企業内診断士が当委員会メンバーのほとんどであり報告書の出来に関しては心許ないと

ころもありますが、少しでも読んでいただく方のお役に立てば幸甚です。

平成２１年１月

社団法人 中小企業診断協会 秋田県支部

調査・研究事業委員会 偶数年度班

委員長 荒 牧 敦 郎

委 員 佐 藤 徹 委 員 石 垣 哲 也

委 員 冨 野 忠 雄 委 員 柴 田 敬 二

委 員 畠 山 俊 彦 委 員 成 田 広 樹

委 員 堀 辰 生 委 員 畑 沢 健

委 員 三 浦 雅 人

お わ り に
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